
[平成30年５月　様式４]

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

 評価書名

予防接種事業に関する事務

評価書番号

8

  令和4年4月28日

さいたま市は、予防接種事業に関する事務における特定個人情報ファイル
の取扱いにあたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー
等の権利利益に影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏え
いその他の事態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置を講じ、
もって個人のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣
言する。

 評価実施機関名

特定個人情報保護評価書（全項目評価書）

 公表日

さいたま市長

 個人情報保護委員会　承認日　【行政機関等のみ】

特記事項
予防接種事業に関する事務では、事務の一部を外部業者に委託しているため、業者選定の際に業
者の情報保護管理体制を確認し、併せて秘密保持に関しても契約に含めることで万全を期してい
る。



　（別添３）　変更箇所

Ⅵ　評価実施手続

Ⅴ　開示請求、問合せ

Ⅳ　その他のリスク対策

　（別添１） 事務の内容

項目一覧

Ⅰ　基本情報

　（別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策



 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 予防接種事業に関する事務

 ②事務の内容　※

【予防接種事業に関する事務】
　予防接種法（昭和23年法律第68号）に基づき、Ａ類疾病及びＢ類疾病のうち政令で定めるものについ
て、市内に居住する者に対し、期日又は期間を指定して予防接種を行うとともに、国・県への事業報告、
実費の徴収等に関する事務を行う。また、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31
号）に基づき、新型インフルエンザ等が発生した場合において、同法第28条に基づく「特定接種」及び同
法第46条に基づく「住民接種」の実施に関する事務を行う。
　上記事務については、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
（平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）別表第一（第9条関係）の10の項及び93の2の項に基づ
き、個人番号を利用した予防接種履歴の管理等を行う。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務】
　新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種は、予防接種法及び検疫法の一部を改正する法律
（令和2年法律第75号）による改正後の予防接種法附則第7条第1項の規定によりみなし適用する同法
第6条第1項の臨時に行う予防接種として実施するもので、以下の事務を行う。
 ・国（内閣官房IT総合戦略室）が開発した「ワクチン接種記録システム（VRS）」へ予防接種対象者及び
発行した接種券の登録を行う。
 ・予防接種の実施後に接種記録等を登録、管理し、他市区町村へ接種記録の照会・提供を行う。
 ・予防接種の実施後に、被接種者からの申請に基づき、新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付を行う。

 ①システムの名称 保健システム

 ②システムの機能

・対象者抽出機能：予防接種対象者を抽出するもの。
・予防接種入力機能：個人の予防接種の情報を入力するもの。
・予防接種情報取込機能：予防接種のパンチデータを取込するもの。
・予防接種照会機能：接種別や全接種の履歴を照会するもの。
・予診票出力機能：転入者等の予診票を印刷するもの。

 ③対象人数 [ 30万人以上

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 システム1

＜選択肢＞
1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満
5) 30万人以上

2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満]

○

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

] 庁内連携システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム



] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム2

 ①システムの名称 中間サーバ

 ②システムの機能

①符号管理機能：情報照会、情報提供に用いる個人の識別子である「符号」と、情報保有機関内で個人
を特定するために利用する「統合宛名番号」とを紐付け、その情報を保管・管理するもの。
②情報照会機能：情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報（連携対象）の情報照会及び
情報提供の受領（照会した情報の受領）を行うもの。
③情報提供機能：情報提供ネットワークシステムを介して、情報照会要求の受領及び当該特定個人情
報（連携対象）の提供を行うもの。
④各事務システム接続機能：中間サーバーと各事務システム、統合宛名システム及び既存住基システ
ムとの間で情報照会内容、情報提供内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のための情報等につ
いて連携を行うもの。
⑤情報提供等記録管理機能：特定個人情報（連携対象）の照会、又は提供があった旨の情報提供等記
録を生成し、管理するもの。
⑥情報提供データベース管理機能：特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理するもの。
⑦データ送受信機能：中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間
で情報照会、情報提供、符号取得のための情報等について連携を行うもの。
⑧セキュリティ管理機能：セキュリティを管理するもの。
⑨職員承認・権限管理機能：中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた
各種機能や特定個人情報（連携対象）へのアクセス制御を行うもの。
⑩システム管理機能：バッチ処理の状況管理、業務統計情報の集計、稼働状態の通知、保管切れ情報
の削除を行うもの。
⑪お知らせ機能：お知らせ情報送信、お知らせ情報状況確認、お知らせ情報取消を行うもの。
⑫自己情報提供機能：自己情報提供状況及び提供内容の確認を行うもの。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム3

 ①システムの名称 番号連携サーバ

 ②システムの機能

①宛名管理機能：既存業務システムから住登者データ、住登外データを受領し、番号連携サーバ内の統
合宛名DBに反映を行うもの。
②統合宛名番号の付番機能：個人番号が新規入力されたタイミングで、統合宛名番号の付番を行うも
の。
③符号要求機能：個人番号を特定済みの統合宛名番号を中間サーバに登録し、中間サーバーに情報
提供用個人識別符号の取得要求・取得依頼を行うもの。中間サーバーから返却された処理通番は、住
基GWへ送信する。
④情報提供機能：各業務で管理している番号法別表第二の提供業務情報を受領し、中間サーバーへ情
報提供を行うもの。
⑤情報照会機能：中間サーバーへ他団体への情報照会を要求し、返却された照会結果を画面表示又は
各業務システムにファイル転送を行うもの。
⑥お知らせ機能：各業務で管理するお知らせ送付先情報を受領し、お知らせする内容とともに中間サー
バーへ送信するもの。中間サーバーよりお知らせ情報の開封状況・回答結果を受信するもの。指定した
お知らせ情報の取消要求を中間サーバーへ送信するもの。

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 番号連携サーバを利用する全てのシステム ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム



] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム4

 ①システムの名称 連携基盤システム（庁内連携システム）

 ②システムの機能

① Web 連携機能（同期連携/非同期連携）：SOAP/Web サービスを用いてデータ連携を行うもの。
② ファイル連携機能（送受信/通知）：FTPによりファイル送受信を行うもの。
③ データベース連携機能：JDBC/ODBCにより共通データベースへ、データを書込・取得するもの。
④ 日本語資源管理機能：外字の管理・配信する作業を行うもの。
⑤ 印刷基盤
⑥ 共通認証基盤
⑦ ファイルサーバ

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム5

 ①システムの名称 ワクチン接種記録システム（VRS）

 ②システムの機能

・接種対象者及び発行した接種券の登録を行う機能。
・接種記録の管理を行う機能。
・転出/死亡時等のフラグ設定を行う機能。
・他市区町村への接種記録の照会・提供を行う機能。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付に係る接種記録の照会を行う機能。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の電子申請受付・電子交付を行う機能。

○

[ ○ ] その他 （ 番号連携サーバを利用する全てのシステム ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム



 ５．個人番号の利用　※

 法令上の根拠

【予防接種事業に関する事務】
・番号法第9条第1項、別表第一の10の項、93の2の項
・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第一の主務省令で
定める事務を定める命令（以下「別表第一主務省令」という。）第10条、第67条の2

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務】
・番号法第9条第1項、別表第一の10の項
・別表第一主務省令第10条
・番号法第19条第16号（新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務におけるワクチン接種記
録システム（VRS）を用いた情報提供・照会のみ）
・番号法第19条第6号(委託先への提供)

 ６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ①実施の有無 [ 実施する

 ３．特定個人情報ファイル名

予防接種関連情報ファイル

 ４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由

 ①事務実施上の必要性 定期予防接種の対象者であるかの確認に用いる。

 ②実現が期待されるメリット 個人番号により、個人を特定し適正な予防接種履歴の管理が期待される。

]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

 ８．他の評価実施機関

 ②法令上の根拠

【予防接種事業に関する事務】
・番号法第19条第8号及び別表第二
・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で
定める事務及び情報を定める命令（以下「別表第二主務省令」という。）
（情報照会の根拠）
　・別表第二　16の2の項、17の項、18の項、19の項、115の2の項
　・別表第二主務省令　第12条の2、第12条の3、第13条、第13条の2、第59条の2
（情報提供の根拠）
　・別表第二　16の2の項、16の3の項、115の2の項
　・別表第二主務省令　第12条の2、第12条の2の2、第59条の2

 ７．評価実施機関における担当部署

 ①部署 保健福祉局保健所疾病予防対策課、保健福祉局保健所新型コロナウイルスワクチン対策室

 ②所属長の役職名 疾病予防対策課長、新型コロナウイルスワクチン対策室長



 （別添1） 事務の内容

（備考）

①予防接種書類発送事務
・住民記録システムより定期予防接種対象者を抽出し、お知らせ及び予診票を発送する。
②予防接種情報の管理事務
・予防接種委託医療機関から提出された予診票を、対象者であるか特定し、データを入力および集計後、各医師会を通じて医療機関あ
てに委託料を支払う。
③接種勧奨事務
・予防接種未完了者に個別勧奨を行う。
④予防接種記録の提供
・住民からの依頼により接種記録を提供する。
⑤統計事務
・国および都道府県に、接種人数等の統計を報告する。

住民

保健システム
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個人番号を含む情報の流れ

個人番号を含まない情報の流れ

【凡例】

予防接種関連事務



 （別添1） 事務の内容

（備考）

新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務

さいたま市

他
市
区
町
村



[ ○] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所）

 ③対象となる本人の範囲　※ 予防接種法等関連法令に定められる予防接種の対象者

 その必要性 市で実施する予防接種情報を適正に管理する必要がある。

 ④記録される項目 [ 100項目以上

[ ○

[ ○

[ ] 医療保険関係情報 [

）

3） 50項目以上100項目未満
1） 10項目未満

4） 100項目以上
2） 10項目以上50項目未満

＜選択肢＞

]

] 個人番号 ] その他識別情報（内部番号）

] 連絡先（電話番号等）

] その他住民票関係情報

] 国税関係情報

] 介護・高齢者福祉関係情報

] 障害者福祉関係情報

 ②対象となる本人の数 [ 100万人以上1,000万人未満

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

予防接種事業情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※ [ システム用ファイル

] 個人番号対応符号 [ ○

・連絡先等情報

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ [

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [

[ ○

・業務関係情報

[

[

 その妥当性

①個人番号、その他識別情報：対象者を正確に特定するために保有
②4情報、連絡先、その他住民票関係情報：正確な本人特定のため、予診票に記入された情報と突合す
るために保有、また接種勧奨に使用するために保有
③健康・医療関係情報：予防接種履歴管理および接種勧奨を適正に行うために保有

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成27年10月1日

[ ] その他 （

[

[

[ ] 雇用・労働関係情報 [

] 災害関係情報

] 学校・教育関係情報

 ⑥事務担当部署 保健福祉局保健所疾病予防対策課、保健福祉局保健所新型コロナウイルスワクチン対策室

＜選択肢＞
1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

]

] 健康・医療関係情報] 地方税関係情報

] 年金関係情報

] 児童福祉・子育て関係情報

[



 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人

（

 ⑤本人への明示

【予防接種事業に関する事務】
・識別情報については、番号法第14条において本人又は他の個人番号利用事務実施者に対し個人番
号の提供を求めることができるとされている。
・連絡先等情報については、医療機関で接種を受ける前に、住民票住所の印字がある本人確認証を提
示、またその住所を予診票に記載するよう、お知らせ等に示している。
・予防接種情報については、予診票に、同票の提出の本人又は保護者による同意欄を設けている。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務】
・当市への転入者について被接種者からの同意を得て入手する。
・被接種者からの接種証明書の交付申請に合わせて本人から入手する。
・電子交付アプリにより電子申請を受付ける場合においては、利用規約を表示し、同意を得てから入手
する。

 ③入手の時期・頻度

【予防接種事業に関する事務】
・識別情報及び連絡先等情報については、住民記録システムで異動が発生したタイミングでデータ連携
し取得する。
・業務関係情報である予防接種情報については、市民が接種する都度、月１回定期的に医療機関から
各医師会を通じて予診票を受領し入手する。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務】
・転入時に転出元市区町村への接種記録の照会が必要になる都度
・転出先市区町村から接種記録の照会を受ける都度
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付のため、被接種者から交付申請があった場合で
あって接種記録の照会が必要になる都度

 ④入手に係る妥当性

【予防接種事業に関する事務】
・識別情報については、番号法第14条において個人番号利用事務実施者は他の個人番号利用事務等
実施者に対して個人番号の提供を求めることができるとされているため、予防接種事業に係る事務にお
いて必要な時期に情報を入手する必要がある。
・連絡先等情報については、正確な本人特定のため、予診票に記載された情報と突合するため、また、
接種勧奨に使用するために取得する必要がある。
・業務関係情報である予防接種情報については、予防接種法施行令第6条の2第1項において、予防接
種に関する記録を少なくとも5年間は保存し、また、同条第2項において、本人から開示請求があった際
には、対応する必要がある。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務】
・当市への転入者について、転出元市区町村へ接種記録を照会し、提供を受ける場合のみ入手する。
（番号法第19条第16号）
・当市からの転出者について、転出先市区町村へ当市での接種記録を提供するために、転出先市区町
村から個人番号を入手する。（番号法第19条第16号）
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付のため、被接種者から交付申請があった場合のみ
入手する。

住民基本台帳ネットワークシステム、ワクチン接種記録システム（VRS）（新
型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能を含む。）

] 情報提供ネットワークシステム

] 庁内連携システム

（ ）

[ ○

[ ○

[

[ ] 電子メール [

] フラッシュメモリ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （ ）

] 本人又は本人の代理人

）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）



定期予防接種対象者であるかの決定を行う。

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ⑧使用方法　※

【予防接種事業に関する事務】
①予防接種情報の管理事務
　予防接種委託医療機関から提出された予診票を、対象者であるか特定し、適切な予防接種事業の運
営を図る。
②接種勧奨事務
　予防接種についての情報を個別勧奨を通して、お知らせする。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務】
・当市への転入者について、転出元市区町村へ接種記録を照会するとともに、接種券の発行のために
特定個人情報を使用する。
・当市からの転出者について、転出先市区町村へ当市での接種記録を提供するために特定個人情報を
使用する。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付の際、接種記録を照会するために特定個人情報を
使用する。

 情報の突合　※

【予防接種事業に関する事務】
予診票に記入された整理番号、住所、氏名、生年月日等と突合し、接種対象者かどうか確認する。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務】
当市からの転出者について、当市での接種記録を転出先市区町村に提供するために、転出先市区町
村から個人番号を入手し、当市の接種記録と突合する。

 情報の統計分析
※

【予防接種事業に関する事務】
個人番号を用いた統計分析は行わない。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務】
特定の個人を判別するような情報の統計や分析は行わない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

【予防接種事業に関する事務】
保健所疾病予防対策課、西区役所保健センター、北区役所保健センター、大宮区役所保健センター、見
沼区役所保健センター、中央区役所保健センター、桜区役所保健センター、浦和区役所保健センター、
南区役所保健センター、緑区役所保健センター、岩槻区役所保健センター

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務】
保健所新型コロナウイルスワクチン対策室、西区役所総務課、北区役所総務課、大宮区役所総務課、
見沼区役所総務課、中央区役所総務課、桜区役所総務課、浦和区役所総務課、南区役所総務課、緑
区役所総務課、岩槻区役所総務課、中央区役所区民課
（各区役所総務課及び中央区役所区民課は新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付事務の
み）

 使用者数 [ 100人以上500人未満

 ⑥使用目的　※
予防接種事務に関する対象者の特定及び予防接種履歴の管理、勧奨、または健康被害者に対する給
付金支給。

 変更の妥当性 ―



[
] フラッシュメモ
リ

[

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する

 ①委託内容 保健システムの運用保守業務を行うにあたり、必要な範囲で特定個人情報ファイルの取扱いを委託

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

6

 委託事項1 保健システムの運用保守業務

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

]

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ [

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

 対象となる本人の
範囲　※

さいたま市に住民登録している（一部居住を含む）定期予防接種の対象者

 その妥当性
保健システムの運用保守において、データバックアップ等を行うにあたり、予防接種事業情報ファイルを
取扱う必要があるため

[ ] その他 （

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

 ⑧再委託の許諾方法
再委託を行う場合は、委託先より「業務内容一部委任承諾願」（必要に応じて体制図等を添付する。）を
事前に受け付け、再委託先において、委託先と同等以上の情報セキュリティ対策とその遵守、教育等が
行われているか確認した上で、承認を行うこととする。

 ⑨再委託事項 システムパッケージ著作権に係る部分

 ⑤委託先名の確認方法 委託先が決定した際には、入札結果として公表している。

 ⑥委託先名 富士通Japan株式会社 関越支社

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

再
委
託

2） 再委託しない1） 再委託する]

＜選択肢＞

]

（ ）　件

＜選択肢＞
2） 委託しない1） 委託する

2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

] 紙

] 専用線

）



 委託事項2

 ①委託内容
データセンターにおいて、セキュリティ管理機器、環境監視機器等を設置・稼働の管理、入退室管理、
データバックアップ
（データセンター事業者は、ファイル操作は行わないため、②及び③は対象外）

データセンターに関する管理業務

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[

 対象となる本人の
数

[

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

]

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ [

[ ] その他 （

 対象となる本人の
範囲　※

 その妥当性

 ③委託先における取扱者数 [

] フラッシュメモ
リ

[

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

] 紙

 ⑨再委託事項

 ⑤委託先名の確認方法 委託先が決定した際には、入札結果として公表している。

 ⑥委託先名 AGS株式会社

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[

] 専用線

）

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]



 委託事項3

 ①委託内容
保健システム等のジョブスケジューリングや帳票印刷等のシステム運用作業、職員からの問い合わせに
対する調査、作業指示に基づくデータ抽出等

 対象となる本人の
範囲　※

さいたま市に住民登録している（一部居住を含む）定期予防接種の対象者

 その妥当性
保健システムの運用保守において、データバックアップ等を行うにあたり、予防接種事業情報ファイルを
取扱う必要があるため

保健システムのシステム運用

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

]

 ⑤委託先名の確認方法 委託先が決定した際には、入札結果として公表している。

 ⑥委託先名 AGS株式会社

再
委
託

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ [

[ ] その他

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

（

＜選択肢＞
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

＜選択肢＞

]

] 紙

] 専用線

）

] 2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞



統合基盤システム（中間サーバー、総合宛名システム、番号連携サーバ、連携基盤システム（庁内連携
システム）)に関するシステム保守

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上
4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

 委託事項4

 ①委託内容 統合基盤システムのパッケージアプリケーション保守及び職員からの問い合わせに対する調査　等

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他 （

] 紙

] 専用線

）

 対象となる本人の
範囲　※

さいたま市に住民登録している（一部居住を含む）定期予防接種の対象者

 その妥当性
統合基盤システムの運用保守において、データバックアップ等を行うにあたり、予防接種事業情報ファイ
ルを取扱う必要があるため。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満 ]

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法
再委託を行う場合は、委託先より「業務内容一部委任承諾願」（必要に応じて体制図等を添付する。）を
事前に受け付け、再委託先において、委託先と同等以上の情報セキュリティ対策とその遵守、教育等が
行われているか確認した上で、承認を行うこととする。

 ⑨再委託事項 システム等のパッケージアプリケーション保守及び職員からの問い合わせに対する調査　等

 ⑤委託先名の確認方法 委託先が決定した際には、入札結果として公表している。

 ⑥委託先名 富士通Japan株式会社 関越支社

再
委
託

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]

提供しない

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]



 委託事項5

 ①委託内容 統合基盤システムシステムのハードウェア保守作業　等

統合基盤システム（中間サーバー、総合宛名システム、番号連携サーバ、連携基盤システム（庁内連携
システム）)に関するハードウェア保守

 対象となる本人の
範囲　※

さいたま市に住民登録している（一部居住を含む）定期予防接種の対象者

 その妥当性
統合基盤システムの運用保守において、データバックアップ等を行うにあたり、予防接種事業情報ファイ
ルを取扱う必要があるため。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

 ⑤委託先名の確認方法 委託先が決定した際には、入札結果として公表している。

 ⑥委託先名 株式会社日立システムズ

再
委
託

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他 （

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

]

）

] 紙

] 専用線

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]

提供しない

[ 再委託しない ⑦再委託の有無　※



新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務に関するワクチン接種記録システム（VRS)（新型コ
ロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能を含む。）を用いた特定個人情報ファイルの管理等

 対象となる本人の
範囲　※

予防接種法等関連法令に定められる予防接種の対象者

 その妥当性
ワクチン接種記録システム（VRS）（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能を含む。）
を用いた特定個人情報ファイルの適切な管理等のために取り扱う必要がある。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

] 2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

 ⑤委託先名の確認方法 下記、「⑥委託者名」の項の記載より確認できる。

 ⑥委託先名 株式会社ミラボ

再
委
託

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他

] 専用線

] 紙

）

5） 500人以上1,000人未満
3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

6） 1,000人以上
4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

＜選択肢＞

]

LGWAN回線を用いた提供（VRS本体）、本人からの電子交付アプリを用いた
提供（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
（

] 2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

 委託事項6～10

 委託事項6

 ①委託内容
新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務に関するワクチン接種記録システム（VRS)（新型コ
ロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能を含む。）を用いた特定個人情報ファイルの管理等



] 移転を行っている （ ） 件

[

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 3 ） 件 [

 ③提供する情報 予防接種履歴

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

100万人以上1,000万人未満

都道府県知事又は市区町村長

 ①法令上の根拠 番号法別表第二　16の2の項、16の3の項

 ②提供先における用途 予防接種法による予防接種の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの

[ ] フラッシュメモリ [

1） 1万人未満
＜選択肢＞

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

予防接種法等関連法令に定められる予防接種を実施した者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 提供先1

 ②提供先における用途
新型インフルエンザ等対策特別措置法による予防接種の実施に関する事務であって主務省令で定める
もの

 ③提供する情報 予防接種履歴

[

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

100万人以上1,000万人未満

 ⑦時期・頻度 情報提供ネットワークシステムを通じて依頼のあった都度

厚生労働大臣、都道府県知事又は市区町村長

 ①法令上の根拠 番号法別表第二　115の2の項

[ ] その他 （ ）

] 紙

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

] 電子メール [

）

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

新型インフルエンザ等対策特別措置法による予防接種の対象者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] その他 （

 ⑦時期・頻度 情報提供ネットワークシステムを通じて依頼のあった都度

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 行っていない

[

]

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満

 提供先2



100万人以上1,000万人未満

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２.基本情報　③対象者となる本人の範囲」と同じ

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

 ②提供先における用途 新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務

 ③提供する情報 市区町村コード及び転入者の個人番号（本人からの同意が得られた場合のみ）

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

市区町村長

 ①法令上の根拠 番号法　第19条第16号

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑦時期・頻度 当市への転入者について、転出元市区町村へ接種記録の照会を行う必要性が生じた都度

[ ○ ] その他 （ ワクチン接種記録システム（VRS) ）

 移転先1

 移転先2～5

 移転先6～10

 移転先11～15

 移転先16～20

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 提供先3



 ７．備考

 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜さいたま市における措置＞
・24時間有人監視、監視カメラ
・入退管理 ICカード＋静脈認証による入退管理、入館申請・作業内容確認
・不正持込・持出防止 、台帳による媒体管理

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置している。データセンターへの入館、及びサー
バー室への入室を行う際は、警備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行う。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップ
もデータベース上に保存される。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個人情報の適切な取扱いに関するガイドライン、政府機関等
の情報セキュリティ対策のための統一基準群に準拠した開発・運用がされており、情報セキュリティの国
際規格を取得しているクラウドサービスを利用している。なお、以下のとおりのセキュリティ対策を講じて
いる。
・論理的に区分された当市の領域にデータを保管する。
・当該領域のデータは、暗号化処理をする。
・個人番号が含まれる領域はインターネットからアクセスできないように制御している。
・国、都道府県からは特定個人情報にアクセスできないように制御している。
・日本国内にデータセンターが存在するクラウドサービスを利用している。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
　電子交付アプリ及び同アプリの利用端末には、申請情報を記録しないこととしている。

 ②保管期間

 期間 [ 定められていない 9） 20年以上
6） 5年
3） 2年

8） 10年以上20年未満
5） 4年
2） 1年

7） 6年以上10年未満
4） 3年
1） 1年未満

 その妥当性 予防接種においては、過去の接種履歴が重要であるため、当分の間消去はしない。

 ③消去方法

＜さいたま市における措置＞
・5年経過後のデータに対するアクセスを制限している。
・機器更新等による際は、ディスク等に保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊もしくは、専
用ソフトを利用して完全に消去する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー･プ
ラットフォームの事業者が特定個人情報を消去することはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの事業者において、保存された
情報が読み出しできないよう、物理的破壊または専用ソフト等を利用して完全に消去する。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
・自機関の領域に保管されたデータのみ、ワクチン接種記録システム(VRS)を用いて消去することができ
る。
・自機関の領域に保管されたデータは、他機関から消去できない。
※クラウドサービスは、IaaSを利用し、クラウドサービス事業者からはデータにアクセスできないため、 消
去することができない。

＜選択肢＞

10） 定められていない

]



 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

別紙参照



【別紙】特定個人情報ファイル記録項目

＜予防接種事業に関する事務＞

項目 テーブル名 項目名

1 住民基本台帳 整理番号

2 住民基本台帳 カナ氏名

3 住民基本台帳 カナ氏名略

4 住民基本台帳 漢字氏名

5 住民基本台帳 生年月日

6 住民基本台帳 性別

7 住民基本台帳 町番号

8 住民基本台帳 行政区番号

9 住民基本台帳 番地

10 住民基本台帳 枝番

11 住民基本台帳 小枝

12 住民基本台帳 郵便番号

13 住民基本台帳 集配局

14 住民基本台帳 住所

15 住民基本台帳 方書

16 住民基本台帳 小学校区

17 住民基本台帳 中学校区

18 住民基本台帳 続柄１

19 住民基本台帳 続柄２

20 住民基本台帳 続柄３

21 住民基本台帳 続柄４

22 住民基本台帳 世帯番号

23 住民基本台帳 世帯主カナ氏名

24 住民基本台帳 世帯主漢字氏名

25 住民基本台帳 取消区分

26 住民基本台帳 住登外区分

27 住民基本台帳 宛名種別

28 住民基本台帳 外国人フラグ

29 住民基本台帳 外国人国籍

30 住民基本台帳 住民となった日

31 住民基本台帳 住民でなくなった日

32 住民基本台帳 最新異動区分

33 住民基本台帳 最新異動日

34 住民基本台帳 最新異動届出日

35 住民基本台帳 住民異動区分

36 住民基本台帳 住民異動日

37 住民基本台帳 転入前住所



38 住民基本台帳 転入前方書

39 住民基本台帳 転出後住所

40 住民基本台帳 転出後方書

41 住民基本台帳 電話番号

42 住民基本台帳 ＦＡＸ番号

43 住民基本台帳 携帯番号

44 住民基本台帳 メールアドレス

45 住民基本台帳 補記論理和

46 住民基本台帳 送付除外論理和

47 住民基本台帳 個人課税区分

48 住民基本台帳 世帯課税区分

49 住民基本台帳 住基閲覧注意

50 住民基本台帳 区区分

51 住民基本台帳 通称名区分

52 住民基本台帳 受診券発行除外

53 住民基本台帳 送付先区分

54 住民基本台帳 勧奨除外区分

55 予防接種 整理番号

56 予防接種 接種名称区分

57 予防接種 期回数区分

58 予防接種 履歴番号

59 予防接種 年度

60 予防接種 事業予定連番

61 予防接種 接種日

62 予防接種 実施時間

63 予防接種 会場区分

64 予防接種 会場区分その他

65 予防接種 接種種別区分

66 予防接種 登録日

67 予防接種 接種医療機関番号

68 予防接種 接種医療機関番号その他

69 予防接種 接種区分

70 予防接種 Ｌｏｔ番号

71 予防接種 接種量

72 予防接種 印刷区分

73 予防接種 印刷日

74 予防接種 発送日

75 予防接種 予診理由区分

76 予防接種 接種補足区分

77 予防接種 予診票再発行フラグ

78 予防接種 予診票再発行枚数



79 予防接種 予診票再発行日

80 予防接種 依頼書印刷区分

81 予防接種 依頼書印刷日

82 予防接種 証明書印刷区分

83 予防接種 証明書印刷日

84 予防接種 ワクチンメーカー区分

85 予防接種 備考

86 予防接種 支払対象外フラグ

87 予防接種 予診番号

88 予防接種 警告内容

89 予防接種 登録支所区分

90 予防接種 抽出日

91 予防接種 抽出時郵便番号

92 予防接種 抽出時住所

93 予防接種 抽出時方書

94 予防接種 抽出時行政区番号

95 予防接種 抽出時漢字氏名

96 予防接種 抽出時カナ氏名

97 予防接種 抽出時補記論理和

98 予防接種 抽出時生保区分

99 予防接種 抽出キー

100 予防接種 抽出フラグ

101 予防接種 印刷連番

102 予防接種 抽出時居住区

103 予防接種 予診票番号

104 予防接種 予診票無効フラグ

105 予防接種 請求年月

106 予防接種 経過措置

107 予防接種 予診票発行部署

108 予防接種 接種日年齢

109 予防接種 相互乗入用年齢

110 予防接種 償還区分

111 予防接種 自治体名

112 予防接種 医療機関名

113 予防接種 接種医名

114 予防接種 起案接頭文

115 予防接種 起案番号

116 予防接種 発行日

117 予防接種 理由

118 予防接種 Ａ類交付助成金対象日付

119 予防接種 滞在先郵便番号



120 予防接種 滞在先住所

121 予防接種 滞在先方書

122 予防接種 滞在先世帯主名

123 予防接種 備考

124 予防接種 担当者名

125 予防接種 償還払い

126 予防接種 返送

127 予防接種 返送備考

128 予防接種 医師会区分

129 予防接種 長期療養

130 予防接種 特別な事情がなくなった日

131 予防接種 電話番号

132 予防接種 小学校コード

133 予防接種 中学校コード

134 予防接種 ツ反結果コード

135 予防接種 反応状態コード

136 予防接種 長径

137 高齢者肺炎球菌 整理番号

138 高齢者肺炎球菌 履歴番号

139 高齢者肺炎球菌 接種名称区分

140 高齢者肺炎球菌 期回数区分

141 高齢者肺炎球菌 年度

142 高齢者肺炎球菌 接種日

143 高齢者肺炎球菌 登録日

144 高齢者肺炎球菌 負担金区分

145 高齢者肺炎球菌 接種医療機関番号

146 高齢者肺炎球菌 接種医療機関番号その他

147 高齢者肺炎球菌 接種区分

148 高齢者肺炎球菌 Ｌｏｔ番号

149 高齢者肺炎球菌 接種量

150 高齢者肺炎球菌 印刷区分

151 高齢者肺炎球菌 印刷日

152 高齢者肺炎球菌 発送日

153 高齢者肺炎球菌 予診理由区分

154 高齢者肺炎球菌 接種補足区分

155 高齢者肺炎球菌 予診票再印刷フラグ

156 高齢者肺炎球菌 予診票再印刷枚数

157 高齢者肺炎球菌 予診票再印刷日

158 高齢者肺炎球菌 依頼書印刷区分

159 高齢者肺炎球菌 依頼書印刷日

160 高齢者肺炎球菌 証明書印刷区分



161 高齢者肺炎球菌 証明書印刷日

162 高齢者肺炎球菌 ワクチンメーカー区分

163 高齢者肺炎球菌 支払対象外フラグ

164 高齢者肺炎球菌 請求年月

165 高齢者肺炎球菌 登録支所区分

166 高齢者肺炎球菌 抽出キー

167 高齢者肺炎球菌 印刷連番

168 高齢者肺炎球菌 抽出時居住区

169 高齢者肺炎球菌 予診票番号

170 高齢者肺炎球菌 予診票無効フラグ

171 高齢者肺炎球菌 警告内容

172 高齢者肺炎球菌 抽出日

173 高齢者肺炎球菌 抽出時郵便番号

174 高齢者肺炎球菌 抽出時住所

175 高齢者肺炎球菌 抽出時方書

176 高齢者肺炎球菌 抽出時行政区番号

177 高齢者肺炎球菌 抽出時漢字氏名

178 高齢者肺炎球菌 抽出時カナ氏名

179 高齢者肺炎球菌 抽出時補記論理和

180 高齢者肺炎球菌 抽出時生保区分

181 高齢者肺炎球菌 抽出フラグ

182 高齢者肺炎球菌 予診票発行部署

183 高齢者肺炎球菌 備考

184 高齢者肺炎球菌 償還区分

185 高齢者肺炎球菌 自治体名

186 高齢者肺炎球菌 医療機関名

187 高齢者肺炎球菌 接種医名

188 高齢者肺炎球菌 起案接頭文

189 高齢者肺炎球菌 起案番号

190 高齢者肺炎球菌 発行日

191 高齢者肺炎球菌 理由

192 高齢者肺炎球菌 滞在先郵便番号

193 高齢者肺炎球菌 滞在先住所

194 高齢者肺炎球菌 滞在先方書

195 高齢者肺炎球菌 滞在先世帯主名

196 高齢者肺炎球菌 備考

197 高齢者肺炎球菌 担当者名

198 高齢者肺炎球菌 償還払い

199 高齢者肺炎球菌 返送

200 高齢者肺炎球菌 返送備考

201 高齢者肺炎球菌 無料券交付日



202 高齢者肺炎球菌 医師会区分

203 高齢者肺炎球菌 長期療養

204 高齢者肺炎球菌 特別な事情がなくなった日

205 高齢者肺炎球菌 電話番号

206 高齢者肺炎球菌 集団

207 高齢者インフルエンザ 整理番号

208 高齢者インフルエンザ 履歴番号

209 高齢者インフルエンザ 接種名称区分

210 高齢者インフルエンザ 期回数区分

211 高齢者インフルエンザ 年度

212 高齢者インフルエンザ 接種日

213 高齢者インフルエンザ 登録日

214 高齢者インフルエンザ 負担金区分

215 高齢者インフルエンザ 接種医療機関番号

216 高齢者インフルエンザ 接種医療機関番号その他

217 高齢者インフルエンザ 接種区分

218 高齢者インフルエンザ Ｌｏｔ番号

219 高齢者インフルエンザ 接種量

220 高齢者インフルエンザ 印刷区分

221 高齢者インフルエンザ 印刷日

222 高齢者インフルエンザ 発送日

223 高齢者インフルエンザ 予診理由区分

224 高齢者インフルエンザ 接種補足区分

225 高齢者インフルエンザ 予診票再印刷フラグ

226 高齢者インフルエンザ 予診票再印刷枚数

227 高齢者インフルエンザ 予診票再印刷日

228 高齢者インフルエンザ 依頼書印刷区分

229 高齢者インフルエンザ 依頼書印刷日

230 高齢者インフルエンザ 証明書印刷区分

231 高齢者インフルエンザ 証明書印刷日

232 高齢者インフルエンザ ワクチンメーカー区分

233 高齢者インフルエンザ 支払対象外フラグ

234 高齢者インフルエンザ 請求年月

235 高齢者インフルエンザ 登録支所区分

236 高齢者インフルエンザ 抽出キー

237 高齢者インフルエンザ 印刷連番

238 高齢者インフルエンザ 抽出時居住区

239 高齢者インフルエンザ 予診票番号

240 高齢者インフルエンザ 予診票無効フラグ

241 高齢者インフルエンザ 警告内容

242 高齢者インフルエンザ 抽出日



243 高齢者インフルエンザ 抽出時郵便番号

244 高齢者インフルエンザ 抽出時住所

245 高齢者インフルエンザ 抽出時方書

246 高齢者インフルエンザ 抽出時行政区番号

247 高齢者インフルエンザ 抽出時漢字氏名

248 高齢者インフルエンザ 抽出時カナ氏名

249 高齢者インフルエンザ 抽出時補記論理和

250 高齢者インフルエンザ 抽出時生保区分

251 高齢者インフルエンザ 抽出フラグ

252 高齢者インフルエンザ 予診票発行部署

253 高齢者インフルエンザ 備考

254 高齢者インフルエンザ 償還区分

255 高齢者インフルエンザ 自治体名

256 高齢者インフルエンザ 医療機関名

257 高齢者インフルエンザ 接種医名

258 高齢者インフルエンザ 起案接頭文

259 高齢者インフルエンザ 起案番号

260 高齢者インフルエンザ 発行日

261 高齢者インフルエンザ 理由

262 高齢者インフルエンザ 滞在先郵便番号

263 高齢者インフルエンザ 滞在先住所

264 高齢者インフルエンザ 滞在先方書

265 高齢者インフルエンザ 滞在先世帯主名

266 高齢者インフルエンザ 備考

267 高齢者インフルエンザ 担当者名

268 高齢者インフルエンザ 償還払い

269 高齢者インフルエンザ 返送

270 高齢者インフルエンザ 返送備考

271 高齢者インフルエンザ 無料券交付日

272 高齢者インフルエンザ 医師会区分

273 高齢者インフルエンザ 電話番号

274 高齢者インフルエンザ 集団



＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務＞

項目

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

※　11～15については、新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付に必要な場合のみ

属性情報（氏名、生年月日、性別）

項目名

個人番号

宛名番号

自治体コード

接種券番号

製品名

旅券関係情報（旧姓・別姓・別名、ローマ字氏名、国籍、旅券番号）

証明書ID

証明書発行年月日

接種状況（実施／未実施）

接種回（１回目／２回目）

接種日

ワクチンメーカー

ロット番号

ワクチン種類



 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

・対象者が多数表示される一覧系の画面および帳票には個人番号は表示しない仕組みとし、不用意な
閲覧が行われないようにする。
・他システムへ情報連携するファイルについては、個人番号が含まれない形式とする。

＜ワクチン接種記録システム等における追加措置＞
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
　個人番号カードや旅券の読み取りにより必要な情報を入手し、申請者の自由入力を避けることで、交
付申請者が不要な情報を送信してしまうリスクを防止する。

 その他の措置の内容 ―

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・予防接種を受付する委託医療機関において、本人確認書類（健康保険証や子育て支援医療費受給者
証等）の確認を実施し、対象者以外の情報を入手することのないようにする。なお、平成27年度より、ど
の書類で本人を確認したか、予診票にチェック欄を設けた。
・委託医療機関から提出された予診票を保健システムへ取込む際に、入力作業員が予診票に記載され
た個人コード、氏名、住所、生年月日等とマッチングを行い、適切な情報のみをシステムへ取込む。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における追加措置＞
①転入者本人からの個人番号の入手
　当市の転入者について、転出元市区町村へ接種記録を照会するために、本人から個人番号を入手す
る場合は、新接種券発行申請書兼接種記録確認同意書等により本人同意を取得し、さらに、番号法第
16条に基づき、本人確認書類を確認することで、対象者以外の情報の入手を防止する。
②転出先市区町村からの個人番号の入手
　当市からの転出者について、当市での接種記録を転出先市区町へ提供するために、転出先市区町村
から個人番号を入手するが、その際は、転出先市区町村において、住民基本台帳等により照会対象者
の個人番号であることを確認した情報を、ワクチン接種記録システム(VRS)を通じて入手する。
③転出元市区町村からの接種記録の入手
　当市への転入者について、転出元市区町村から接種記録を入手するが、その際は、当市において住
民基本台帳等により照会対象者の個人番号であることを確認し、当該個人番号に対応する個人の接種
記録のみをワクチン接種記録システム(VRS)を通じて入手する。
④新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付申請者からの個人番号の入手
　被接種者について、新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付のために個人番号を入手する
のは、被接種者から接種証明書の交付申請があった場合のみとし、さらに、番号法第16条に基づき、本
人確認書類を確認することで、対象者以外の情報の入手を防止する。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
　交付申請には、個人番号カードのICチップ読み取り（券面事項入力補助AP）と暗証番号入力（券面事
項入力補助APの暗証番号）による二要素認証を必須とすることで、対象者以外の情報の入手を防止す
る。

 １．特定個人情報ファイル名

予防接種事業情報ファイル

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

保健システムを利用する必要がある職員に対して、個人ごとにID・パスワードを設定することで、不適切
な方法で特定個人情報の入力・更新をすることができない仕組みとなっている。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)のデータベースは、市区町村ごとに論理的に区分されており、他市区
町村の領域からは、特定個人情報の入手ができないようにアクセス制御している。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
　当該機能では、専用アプリからのみ交付申請を可能とする。アプリの改ざん防止措置を講じることで、
意図しない不適切な方法で特定個人情報が送信されることを避ける。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]



 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
・入手した特定個人情報については、限定された端末を利用して国から配布されたユーザIDを使用し、ログインした場合だけアクセスで
きるように制御している。

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・保健システムは基幹系システム用の専用ネットワーク回線を利用することにより情報リスクを低減させ
ている。
・提出された予診票については、提出後、職員が全件確認および入力し、保管については、施錠された
部屋へ保管している。
・確認および入力の際は、複数人数で行っている。
・保健システム使用時は操作者の二要素認証を行い、操作者の利用可能な機能をシステム上で制御す
る。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
・入手する特定個人情報については、情報漏えいを防止するために、暗号化された通信回線を使用す
る。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
　電子交付アプリとVRSとの通信は暗号化を行うことにより、通信内容の秘匿及び盗聴防止の対応をし
ている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 その他の措置の内容 ―

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

・予防接種を受付する委託医療機関において、本人確認書類（健康保険証や子育て支援医療費受給資
格証等）の確認を実施し、対象者以外の情報を入手することのないようにする。なお、平成27年度より、
どの書類で本人を確認したか、予診票にチェック欄を設けた。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
　個人番号カードのICチップ読み取り（券面事項入力補助AP）と暗証番号入力（券面事項入力補助APの
暗証番号）による二要素認証で本人確認を行うため、本人からの情報のみが送信される。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

①本人から個人番号の提供を求める場合
番号法第16条、番号法施行令第12条第1項、番号法施行規則第1条等の規定に基づき、個人番号カー
ド、通知カードと運転免許証又は旅券等による確認のほか、番号法施行規則第3条3項（第1条第3項を
準用）の規定に基づき確認する。

②代理人から個人番号の提供を求める場合
番号法第16条、番号法施行令第12条第2項、番号法施行規則第1条等の規定に基づき、代理人の個人
番号カード、通知カードと運転免許証又は旅券等による確認のほか、代理人が税理士である場合にお
いては、番号法施行規則第9条2項等の規定に基づき、税務代理権限証書と税理士名簿に記録されて
いる事項等を確認するなどの方法により行う。

③個人番号カード（若しくは通知カードと法令により定められた身分証明書の組み合わせ）の提示がない
場合には、市町村住基ＣＳにおいて職員が本人確認情報と個人番号の対応付けの確認を行う。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

・入手した情報については、窓口での聞き取りや添付書類との照合等を通じて確認することで正確性を
確保している。
・職員にて収集した情報に基づいて、間違いがあれば職権で適宜修正することで正確性を確保してい
る。
・入力作業員、審査作業員、決裁作業員を分担して入力ミスを軽減する。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
・券面入力補助APを活用し、個人番号カード内の記憶領域に格納された個人番号を申請情報として自
動的に入力することにより、不正確な個人番号の入力を抑止する措置を講じている。
・券面事項入力補助APから取得する情報（４情報・マイナンバー）に付されている署名について、
VRSにおいて真正性の検証を行い、送信情報の真正性を確認する措置を講じている。



 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている

 宛名システム等における措置
の内容

・統合基盤システムの統合宛名機能等で管理する特定個人情報は、利用する業務システム毎にアクセ
ス制御を行う。
・宛名データの業務システムへの提供は、事前に協議し、個人番号を含めた情報提供を行うか否かを決
定した上で、データ提供を行う。
・個人番号利用業務以外または、個人番号を必要としない業務から保健システム情報の要求があった
場合は、個人番号が含まれない情報のみを提供するようにアクセス制御を行っている。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

・庁内の他システムからアクセスできないよう適切なアクセス制限を講じており、目的を超えた紐付は行
われないようにしている。
・必要のない情報については保有しない。
・各業務を行うにあたり、利用者の担当業務ごとにアクセス権限区分を設け、権限に応じて不必要な情
報にはアクセスできないよう制御を行っている。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
 ・接種会場等では、接種券番号の読取端末（タブレット端末）からインターネット経由でワクチン接種記録
システム(VRS)に接続するが、個人番号にはアクセスできないように制御している。

 その他の措置の内容 ―

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

1） 行っている 2） 行っていない
＜選択肢＞]

 具体的な管理方法

・ユーザ管理は統合基盤システムの共通認証機能とデータ連携が行われており、統合基盤システムか
ら人事異動情報の連携後、所属に応じたアクセス権限を自動的に設定。
・個人毎の詳細なアクセス権限は、職員側で権限変更申請を行い、統合運用管理事業者が変更する。
・人事異動があった場合や権限変更があった場合には、書面にて決裁し、システムに反映させている。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
・ワクチン接種記録システム(VRS)へのログイン用のユーザIDは、国に対してユーザ登録を事前申請した
者に限定して発行される。

 アクセス権限の管理 [ 行っている

 具体的な管理方法

・システムを利用する必要がある職員に対し、個人ごとにユーザーIDを割り当て、パスワード設定および
生体情報による二要素認証を行っている。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
　権限のない者によって不正に使用されないよう、以下の対策を講じている。
・ワクチン接種記録システム(VRS)における特定個人情報へのアクセスは、LGWAN端末による操作に限
り可能になるように制御している。
・LGWAN端末は、限定された者しかログインできる権限を保持しない。
・ワクチン接種記録システム(VRS)におけるログイン認証は、ユーザID・パスワードにて行う。
・ワクチン接種記録システム(VRS)へのログイン用のユーザIDは、国に対してユーザ登録を事前申請した
者に限定して発行される。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない]

]

 具体的な管理方法

・アクセス権限を失効した場合には、速やかに管理者がアクセス権限を削除する。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
・ワクチン接種記録システム(VRS)へのログイン用のユーザIDは、国に対してユーザ登録を事前申請した
者に限定して発行される。

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク



 特定個人情報の使用の記録

 具体的な方法

・端末から参照、更新した場合のアクセスログを記録している。
　（記録項目：処理日時、職員情報、部署情報、端末情報、処理事由、宛名番号、4情報）

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
・システム上の操作のログを取得しており、操作ログを確認できる。

記録を残している[ 2) 記録を残していない1） 記録を残している
＜選択肢＞]

 リスクに対する措置の内容

・アクセスログを記録し、定期的にログを解析する仕組み、不正利用された場合にログを追跡できる仕組
みを用意している。
・実際に端末を使用する主査、主任、主事級の職員および会計年度任用職員に対するセキュリティ教育
を年に1回行っている。異動してきた職員および新しく採用された職員には、その都度セキュリティ教育を
行っている。特に、会計年度任用職員に対しては、個人情報を漏えいした罰則等について説明し、強く注
意を促す教育を行う。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 その他の措置の内容

・端末の利用にあたり、ログインユーザ以外の職員に端末を操作させない。また、他職員がログインして
いる状態で端末を操作しない運用を行っている。
・自分のID・パスワードで他人が操作できないよう対策を講じている。（ID・パスワードを他人に教えない、
ID・パスワードを付箋紙等に記載して貼らない、他に職員に自分のID・パスワードでログインさせない）
・ＩＤとパスワード、生体情報による二要素認証を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である 2） 十分である1） 特に力を入れている
3） 課題が残されている

＜選択肢＞]

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・端末操作時、離席する際は必ずログアウトする。
・特定個人情報が記載された紙媒体について、離席時には引出しに入れる等の覗き見を防止している。
・使用している端末からは、記憶媒体によるデータの持ち出しは出来ない仕様となっている。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における追加措置＞
①特定個人情報を使用する場面を必要最小限に限定している。具体的には以下の３つの場面に限定している。
・当市への転入者について、転出元市区町村へ接種記録を照会する場合のみ入手し、使用する。
・当市からの転出者について、当市での接種記録を転出先市区町村へ提供するために、個人番号を入手し、使用する。
・被接種者について、新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交付申請があった場合に、接種記録を照会するために、個人番号
を入手し、使用する。
②ワクチン接種記録システム(VRS)からCSVファイルにてダウンロードする接種記録データには、個人番号が含まれない。

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容

・事務端末には特定個人情報ファイルが保存されない仕組みとなっている。
・システムのバックアップデータ等には厳重に管理し、権限を持った者のみがアクセスできる。
・システム操作からデータが持出しできないよう制御している。
・データの操作について操作記録を残す。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における追加措置＞
　住民基本台帳システムや予防接種台帳システムから特定個人情報を抽出したCSVファイルをワクチン
接種記録システム(VRS)へ登録する際には、以下のようにしている。
・作業を行う職員及び端末を必要最小限に限定する。
・作業に用いる電子記録媒体については、不正な複製、持ち出し等を防止するために、許可された専用
の外部記録媒体を使用する。また、媒体管理簿等に使用の記録を記載する等、利用履歴を残す。
・作業に用いる電子記録媒体の取扱いについては、承認を行い、当該承認の記録を残す。
・電子記録媒体に格納するデータについては、暗号化やパスワード設定を行う。
・電子記録媒体による作業を終了したら、内部のデータを確実に消去する。
・管理簿に消去の記録を記載する等、消去履歴を残す。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である



 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

【ルールの内容】
他者（再委託先）への特定個人情報の提供の際には、再委託の必要性、再委託先での管理方法、セ
キュリティ管理体制等の報告を受け、問題がない場合に限り承認している。

【ルール遵守の確認方法】
委託契約の報告条項に基づき、定期的に特定個人情報の取扱いについて書面にて報告させ、必要が
あれば当市職員が現地調査している。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

【ルールの内容】
委託先へ特定個人情報を提供する際には、庁内ネットワークから持ち出す場合は、暗号化した上で提供
している。また委託先へのデータ搬送が必要な場合は、施錠可能なケースに電子媒体を格納した上で
実施することを義務付けている。

【ルール遵守の確認方法】
委託先に提供する際、日付及び件数を記録した受け渡しの確認印を押印してもらい、当市の上長がそ
れを確認する。また日常運用において、ルールが遵守されていることを定期的にチェックする。

 具体的な制限方法

・作業者を限定するために、委託作業者の名簿を提出させる。
・閲覧／更新権限を持つものを必要最小限にする。
・閲覧／更新権限を持つ者のアカウント管理を行い、システム上で操作を制限する。
・閲覧／更新の履歴（ログ）を取得し、不正な使用がないことを確認する。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している

] 1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

2） 記録を残していない1） 記録を残している
＜選択肢＞]

 具体的な方法
・契約書等に基づき、委託業務が実施されていることを適時確認するとともに、その記録を残す。
・委託業者から適時セキュリティ対策の実施状況の報告を受けるとともに、その記録を残す。
・作業端末へのログイン記録やシステム保守における作業記録を残している。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

] 委託しない

[ 制限している

・委託する内容に合わせて、委託先の選定条件でプライバシーマーク付与認定（JIS Q15001）あるいは
情報セキュリティマネジメントシステム認証基準JISQ27001(ISO/IEC27001）の認定を要求しているほか、
業務実績など社会的信用と能力があることを確認している。
・委託先を選定する際、委託先にて個人情報保護に関する規定や体制の整備、安全管理措置がとられ
ているか確認している。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における追加措置＞
　当市、国、当該システムの運用保守事業者の三者の関係を規定した「ワクチン接種記録システムの利
用にあたっての確認事項（規約）」に同意することにより、当該確認事項に基づき、ワクチン接種記録シ
ステム(VRS)（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能を含む。）に係る特定個人情報
の取扱いを当該システムの運用保守事業者に委託することとする。なお、次の内容については、当該確
認事項に規定されている。
・ 特定個人情報ファイルの閲覧者・更新者の制限
・ 特定個人情報ファイルの取扱いの記録
・ 特定個人情報の提供ルール／消去ルール
・ 委託契約書中の特定個人情報ファイルの取扱いに関する規定
・ 再委託先による特定個人情報ファイルの適切な取扱いの確保
・ 新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能において、申請者本人から特定個人情報
の提供を受ける際の入手に係る保護措置

[ ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

2） 制限していない1） 制限している
＜選択肢＞]



1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞]

1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている

 規定の内容

・目的外利用の禁止
・特定個人情報の閲覧者・更新者を制限
・特定個人情報の提供先の限定
・情報漏洩を防ぐための保管管理
・情報が不要となったとき又は要請があったときに情報の返還又は消去などの必要な措置を講じる。
・保管期間の過ぎた特定個人情報及びそのバックアップを完全に消去する。
・個人情報の取扱いについて四半期に一度チェックを行った上でその報告をする。
・必要に応じて、当市が委託先の視察・監査を行う。

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

[ 十分に行っている

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

【ルールの内容】
契約書において、業務委託が終了した場合、委託元の指示に従い、委託元の責任と負担において個人
情報を委託元に返還、破棄若しくは消去しなければならない旨を規定している。

【ルール遵守の確認方法】
委託契約の報告条項に基づき、定期的に特定個人情報の取扱いについて書面にて、破棄、消去の方
法、完了日等報告させ、必要があれば当市職員が現地調査を行う。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

定めている[

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている] 4） 再委託していない

2） 十分に行っている
＜選択肢＞

]

 具体的な方法

委託先が再委託先に対して、情報セキュリティ対策とその遵守、教育等が行われているかの監督をして
いるか、原則として作業実施期間中に立入調査を行い確認する（立入調査の実施が困難な場合は、委
託先が作成した報告書等を確認する。）。
また、再委託先の情報セキュリティの運用状況についても、立入調査を行い、ルールが遵守されている
か等の確認を行う（立入調査の実施が困難な場合は、再委託先が作成した報告書等を確認する。）。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞]

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置



 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・番号法及び住基法並びに本市個人情報保護条例の規定に基づき認められる特定個人情報の利用に
ついて、具体的に誰に対し何の目的で提供できるかを整理し、特定個人情報の提供・移転を行う。

定めている[ ] 1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

・さいたま市で承認を得た提供・移転のみ実施する。
・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置
　システム上、照会元から指定された検索条件に基づき得た結果を適切に提供することを担保する。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置
　相手方（都道府県サーバ）と市町村CSの間の通信では相互認証を実施するため、認証できない相手
先への情報の移転はなされないことがシステム上担保される。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
・転出元市区町村への個人番号の提供、転出先市区町村への接種記録の提供
　当市への転入者について、転出元市区町村から接種記録を入手するため、転出元市区町村へ個人番
号を提供するが、その際は、個人番号と共に転出元の市区町村コードを送信する。そのため、仮に誤っ
た市区町村コードを個人番号と共に送信したとしても、電文を受ける市区町村では、該当者がいないた
め、誤った市区町村に対して個人番号が提供されず、これに対して接種記録も提供されない仕組みと
なっている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・庁内連携は、庁内ネットワーク経由で行う。
・他機関への提供は、庁内ネットワーク、中間サーバ経由で行う。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における追加措置＞
・転出元市区町村への個人番号の提供
　当市への転入者について、転出元市区町村から接種記録を入手するため、転出元市区町村へ個人番
号を提供するが、その際は、住民基本台帳等により照会対象者の個人番号であることを確認した情報
を、ワクチン接種記録システム(VRS)を用いて提供する。
　転出先市区町村へ接種記録を提供するが、その際は、転出元市区町村において、住民基本台帳等に
より照会対象者の個人番号であることを確認し、当該個人番号に対応する個人の接種記録のみをワク
チン接種記録システム(VRS)を用いて提供する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
・特定個人情報の提供は、限定された端末（LGWAN端末）だけができるように制御している。
・特定個人情報を提供する場面を必要最小限に限定している。具体的には、当市への転入者について、転出元市区町村での接種記録
を入手するために、転出元市町区村へ個人番号と共に転出元の市区町村コードを提供する場面に限定している。

 具体的な方法

・他機関へ提供、統合基盤システムへ移転するファイルを記録する仕組みを構築している。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追加措置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)では、他市区町村への提供の記録を取得しており、委託業者から「情
報提供等の記録」を入手し、記録の確認をすることができる。

] 提供・移転しない

記録を残している[

[

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）

1） 記録を残している 2） 記録を残していない
＜選択肢＞]



 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜さいたま市における措置＞
・番号連携サーバにおいて、各業務システムから中間サーバあての情報照会要求の中継において
は、照会元・照会先・照会内容等の改変は行わないことで，中間サーバにおける目的外入手抑止の措
置に従うことを担保している。
・ 操作端末やシステムによる接続では、認証機能により、あらかじめ承認されたシステム・職員以外の
情報入手を抑止している。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、提供許可証の
発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情報
提供ネットワークシステムから提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つまり、番号
法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティリスクに
対応している。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログ
アウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切
なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能。
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用する
もの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

] 接続しない（提供）[] 接続しない（入手）[ ６．情報提供ネットワークシステムとの接続

1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜さいたま市における措置＞
番号連携サーバにおいて、中間サーバから各業務システムあての情報照会結果の中継では、照会結果
内容の改変は行わないことにより、各業務システムが入手する照会結果内容が中間サーバから入手し
た内容と同一であることを担保している。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネット
ワークシステムを使用して、情報提供用個人識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特定個人
情報を入手するため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜さいたま市における措置＞
・中間サーバと番号連携サーバ間の接続は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク
（総合行政ネットワーク等）を利用し、また、VPN等の技術を利用し、さいたま市の中間サーバと番号連携
サーバ間の通信回線を他団体の通信と分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保してい
る。
・番号連携サーバと業務システム及び端末間の接続は、専用のネットワークを利用し、通信を暗号化す
ることで安全性を確保している。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネット
ワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担保され
ている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで安全性を確保している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞



] 1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜さいたま市における措置＞
・特定個人情報の提供・移転時には、情報提供の記録をデータベースに逐一保存することで、不正な提
供を防止する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける照会許可用照合リストを情報提供
ネットワークシステムから入手し、中間サーバーにも格納して、情報提供機能により、照会許可用照合リ
ストに基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施している。
②情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワーク
システムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した
情報を自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
③機微情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設定し、特定個人情報の提供
を行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定個人情報が不正に提供さ
れるリスクに対応している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う
機能。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である 1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜さいたま市における措置＞
・中間サーバと番号連携サーバ間の接続は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク
（総合行政ネットワーク等）を利用し、また、VPN等の技術を利用し、さいたま市の中間サーバと番号連携
サーバ間の通信回線を他団体の通信と分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保してい
る。
・番号連携サーバと業務システム及び端末間の接続は、専用のネットワークを利用し、通信を暗号化す
ることで安全性を確保している。
・ 操作端末やシステムによる接続では、認証機能により、あらかじめ承認されたシステム・職員以外の
情報入手を抑止している。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するた
め、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する仕
組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信する
特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになっている。
そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに対応
している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監視・障害
対応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている



]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対
応している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を
確保している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）してお
り、中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏
えい等のリスクを極小化する。

2） 十分である
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

＜さいたま市における措置＞
・提供・移転する情報のチェックを行い、誤った情報の作成及び誤った相手への提供がされないことをシ
ステム上で担保する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供許可証と情
報照会者への経路情報を受領した上で、情報照会内容に対応した情報提供をすることで、誤った相手に
特定個人情報が提供されるリスクに対応している。
②情報提供データベース管理機能（※）により、「情報提供データベースへのインポートデータ」の形式
チェックと、接続端末の画面表示等により情報提供データベースの内容を確認できる手段を準備するこ
とで、誤った特定個人情報を提供してしまうリスクに対応している。
③情報提供データベース管理機能では、情報提供データベースの副本データを既存業務システムの原
本と照合するためのエクスポートデータを出力する機能を有している。
（※）特定個人情報を副本として保存・管理する機能。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜さいたま市における措置＞
・特定個人情報の提供・移転時には、情報提供の記録をデータベースに逐一保存することで、不適切な
方法で特定個人情報がやりとりされることを防止する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①セキュリティ管理機能（※）により、情報提供ネットワークシステムに送信する情報は、情報照会者から
受領した暗号化鍵で暗号化を適切に実施した上で提供を行う仕組みになっている。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リストを管理する機能。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、不適切な方法で提供される
リスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者においては、特定個人情報に係る業務に
はアクセスができないよう管理を行い、不適切な方法での情報提供を行えないよう管理している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

＜選択肢＞



 ②安全管理体制

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

[

[

]

]

政府機関ではない

十分に整備している

4） 政府機関ではない3） 十分に遵守していない

3） 十分に整備していない

 ⑤物理的対策

 具体的な対策の内容

＜さいたま市における措置＞
・サーバ室と、データプログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の過半媒体を保管する保管室は、他の
部屋と区別して専用の部屋とする。
・入退室管理を徹底するため出入口の場所を限定する。
・事務を行う執務場所において、市職員（委託従事者）以外の者（外部業者）が無断で立ち入らないよう、
入室制限を行っている。
・事務を行う執務場所において、市職員（委託従事者）以外の者（外部業者）が作業する際、執務場所内
にいる間は職員が立ち会い、作業内容を確認している。
・特定個人情報が記載された紙媒体は、業務終了後に施錠した保管場所に保管する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室者管理、有人監視及
び施錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの
混在によるリスクを回避する。
②事前に申請し承認されてない物品、記憶媒体、通信機器などを不正に所持し、持出持込することがな
いよう、警備員などにより確認している。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における措置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個人情報の適切な取扱いに関するガイドライン、政府機関等
の情報セキュリティ対策のための統一基準群に準拠した開発・運用がされており、情報セキュリティの国
際規格を取得しているクラウドサービスを利用しているため、特定個人情報の適切な取扱いに関するガ
イドラインで求める物理的対策を満たしている。
　なお、主に以下の物理的対策を講じている。
・サーバ設置場所等への入退室記録管理、施錠管理
・日本国内にデータセンターが存在するクラウドサービスを利用している。

 ③安全管理規程

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

特に力を入れて行っている

[

[

[

]

]十分に周知している

十分に整備している

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

2） 十分に周知している1） 特に力を入れて周知している
＜選択肢＞

2） 十分に整備している1） 特に力を入れて整備している

]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
＜選択肢＞

3） 十分に整備していない

3） 十分に周知していない

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している ①NISC政府機関統一基準群



 ⑥技術的対策

 具体的な対策の内容

＜さいたま市における措置＞
①不正プログラム対策：コンピュータウイルス監視ソフトを使用し、サーバ・端末双方でウイルスチェック
を実施する。また、新種の不正プログラムに対応するために、ウイルスパターンファイルは定期的に更新
し、可能な限り最新のものを使用する。
②不正アクセス対策：不正な外部からのアクセスについてはファイアウォールで遮断する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネット
ワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行う
とともに、ログの解析を行う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における措置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個人情報の適切な取扱いに関するガイドライン、政府機関等
の情報セキュリティ対策のための統一基準群に準拠した開発・運用がされており、情報セキュリティの国
際規格を取得しているクラウドサービスを利用しているため、特定個人情報の適切な取扱いに関するガ
イドラインで求める技術的対策を満たしている。
　なお、主に以下の技術的対策を講じている。
・論理的に区分された当市の領域にデータを保管する。
・当該領域のデータは、暗号化処理をする。
・個人番号が含まれる領域はインターネットからアクセスできないように制御している。
・国、都道府県からは特定個人情報にアクセスできないように制御している。
・当該システムへの不正アクセスの防止のため、外部からの侵入検知・通知機能を備えている。
・LGWAN端末とワクチン接種記録システムとの通信は暗号化を行うことにより、通信内容の秘匿及び盗
聴防止の対応をしている。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能）
・電子交付アプリには、申請情報を記録しないこととしている。
・電子交付アプリとVRSとの通信は暗号化を行うことにより、通信内容の秘匿及び盗聴防止の対応をして
いる。

十分に行っている

十分に行っている

特に力を入れて行っている

[

[

[

3） 十分に行っていない
2） 十分に行っている1） 特に力を入れて行っている

＜選択肢＞

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生あり

 その内容
市に紙で提出された特定個人情報を含む給与支払報告書等の課税資料のデータ入力業務の委託にお
いて、委託先が市の許諾を得ることなく再委託したもの（別添のとおり）

 再発防止策の内容
特定個人情報を取り扱う業務を委託する場合には、契約締結時に再委託の予定の有無について委託
先から書面で報告を求めるとともに、原則として作業実施期間中に委託先の作業実施場所へ立入調査
を行う（立入調査の実施が困難である場合は、委託先が作成した報告書等を確認する。）。

 ⑦バックアップ

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知 3） 十分に行っていない

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞]

＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし]

3） 十分に行っていない

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している

 具体的な保管方法
死者の特定個人情報は、生存する個人の特定個人情報と分けて管理しないため、「Ⅲ特定個人情報
ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策」において示す、生存する個人の特定個人情報ファイルと
同様の管理を行う。

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

1） 保管している 2） 保管していない
＜選択肢＞]

]

] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞



 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 手順の内容

・磁気ディスクの廃棄時は、要領・手順書等に基づき、内容の消去、破壊等を行うとともに、磁気ディスク
管理簿にその記録を残す。また、専用ソフトによるフォーマット、物理的粉砕等を行うことにより、内容を
読み出すことができないようにする。

・紙帳票については、要領・手順書等に基づき、帳票管理簿等を作成し、受渡し、保管及び廃棄の運用
が適切になされていることを適時確認するとともに、その記録を残す。廃棄時には、要領・手順書等に基
づき、裁断、溶解等を行うとともに、帳票管理簿等にその記録を残す。

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容
個人番号を含め宛名情報については、住民記録システムより随時異動データを連携することにより、最
新化する、また住民記録システムとの整合処理を定期的に実施する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

1） 定めている 2） 定めていない

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めていない



3) 十分に行っていない
2) 十分に行っている1) 特に力を入れて行っている]十分に行っている[ ②監査

＜選択肢＞

＜さいたま市における措置＞
①所属長は部署の職員に対し、年に1回又は必要に応じて自主点検を実施させることにより、情報セ
キュリティ対策の実施状況について確認するとともに、改善に取り組んでいる。

②守るべき情報資産について、年一回、ライフサイクルごとにリスクを分析し、より有効な対策を検討・実
施する。

③事業者に対し、年に1回又は必要に応じて自主点検を実施させることにより、情報セキュリティ対策の
実施状況について確認するとともに、改善に取り組んでいる。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
運用規則等に基づき、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、定期的
に自己点検を実施する。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における追加措置＞
　デジタル庁（旧内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室）から発出された「新型コロナウイルスワクチン
接種記録システムの利用にあたっての確認事項」に同意のうえ、第9条（市区町村の責任）に則し、適切
に職員等の当該システムの利用を管理し、必要な監督をする。

Ⅳ　その他のリスク対策 ※

 １．監査

 ①自己点検 特に力を入れて行っている[ ＜選択肢＞
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
3) 十分に行っていない

]

 具体的なチェック方法

 具体的な内容

＜さいたま市における措置＞
・年１回、組織に対する監査として「情報セキュリティ内部監査」を24課（各局（区）で1課）に実施し、情報
システムに対する監査として「情報セキュリティ外部監査」を2システム・1Ｗｅｂサイトに実施している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期的に監査を行う。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における追加措置＞
　デジタル庁（旧内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室）から発出された「新型コロナウイルスワクチン
接種記録システムの利用にあたっての確認事項」に同意のうえ、第9条（市区町村の責任）に則し、適切
に職員等の当該システムの利用を管理し、必要な監督をする。



 ２．従業者に対する教育・啓発

[ ]

 ３．その他のリスク対策

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラ
シの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用・監視を実
現する。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における追加措置＞
　デジタル庁（旧内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室）から発出された「新型コロナウイルスワクチン接種記録システムの利用にあ
たっての確認事項」に同意のうえ、第７条（情報到達の責任分界点）、第8条（通信経路の責任分界点）、第9条（市区町村の責任）に則
し、適切に当該システムを利用し、万が一、障害や情報漏えいが生じた場合、適切な対応をとることができる体制を構築する。

特に力を入れて行っている 従業者に対する教育・啓発

 具体的な方法

＜さいたま市における措置＞
①部署内で、実際に端末を使用する部署の職員および委託先従業員に対して、新しい事務運用、特定
個人情報を取り扱うリスクを認識させ、その管理に関する必要な知識等の研修を年1回実施する。
②所属長に対し、年1回ICT環境の変化や情報セキュリティ事件・事故事例について紹介するとともに、
所属長の管理者としての責務について研修を実施する。
③各所属により選定されたICTリーダに対し、年1回、e-ラーニングを活用した情報セキュリティ研修を実
施することとしている。また、研修を受けたICTリーダは朝のミーティングなどを通じて所属職員への情報
セキュリティの啓発を行う。
④事業者に対し、市のセキュリティポリシーを遵守するよう、必要な教育・啓発を事業者が行うこととし、
契約時にはセキュリティ体制等について書面で提出をさせることとしている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ教育資
材を作成し、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、運用規則（接続運
用規程等）や情報セキュリティに関する教育を年次（年2回）及び随時（新規要員着任時）実施することと
している。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接種事務における追加措置＞
　デジタル庁（旧内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室）から発出された「新型コロナウイルスワクチン
接種記録　システムの利用にあたっての確認事項」に同意のうえ、第9条（市区町村の責任）に則し、適
切に職員等の当該システムの利用を管理し、必要な指導をする。

3) 十分に行っていない
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
＜選択肢＞



（手数料額、納付方法：
手数料額：無料。写しの交付の場合、通常１面10円のコピー料。
納付方法：来庁の場合は現金、郵送の場合はコピー代と郵送料。

―

[

[

無料

行っていない

2) 無料1) 有料
＜選択肢＞

）

]

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 ④個人情報ファイル簿の公表

 個人情報ファイル名

 公表場所

 ⑥個人情報ファイル簿への不
記載等

―

1) 行っている 2) 行っていない
＜選択肢＞]

 ①連絡先

保健福祉局保健所疾病予防対策課
　住所：〒338-0013　さいたま市中央区鈴谷7丁目5番12号
　電話番号：048-840-2211　FAX番号：048-840-2230

保健福祉局保健所新型コロナウイルスワクチン対策室
　住所：〒338-0013　さいたま市中央区鈴谷7丁目5番12号
　電話番号：048-767-7397　FAX番号：048-840-2210

 ②対応方法 問合せ受付時に受付票を起票し、対応について記録を残す。

Ⅴ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
各区役所　くらし応援室
　住所：〒330-9588　さいたま市浦和区常盤6丁目4番4号　他

 ②請求方法 さいたま市個人情報保護条例第13条に基づき、必要事項を記載した開示請求書を提出する。

さいたま市ホームページ上に、請求先、請求方法、請求書様式等を掲載している。 特記事項

―

―

 ③手数料等

 ⑤法令による特別の手続



 ①実施日

 ②方法

 ④主な意見の内容
提出された意見は0件であった。

―
 ⑤評価書への反映

令和4年3月4日から令和4年4月11日までの間、書面開催にて実施。

さいたま市情報公開・個人情報保護審議会において、特定個人情報保護評価書を点検。

 ３．第三者点検

Ⅵ　評価実施手続

 ①方法

―
 ③期間を短縮する特段の理
由

 ２．国民・住民等からの意見の聴取

 ②実施日・期間 令和4年1月28日から令和4年2月28日まで

さいたま市パブリック・コメント制度要綱に基づき、パブリック・コメントによる意見聴取を実施する。
実施に際しては、市ホームページ等で公開し、広く住民等の意見を聴取する。

 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和4年1月4日

 ②しきい値判断結果

基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる[ ]

「特定個人情報保護評価書（事務の名称　予防接種事業に関する事務）」について、審議の結果、適当
であると認められた。

 ４．個人情報保護委員会の承認　【行政機関等のみ】

 ①提出日

 ②個人情報保護委員会によ
る審査

 ③結果

4) 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に全項目評価を実施）
3) 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
2) 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
1) 基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる
＜選択肢＞





令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　２．基本情報　④記録され
る項目

50項目以上100項目未満 100項目以上 事後
保健システム再構築による更
新

令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．特定個人情報の入手・
使用　③入手の時期・頻度

予防接種情報は、市民が接種する都度、月１回
定期的に医療機関から各医師会を通じて予診
票を受領し入手する。
【庁内連携より入手】
住民記録システムで異動が発生したタイミング
でデータ連携し入手する。

識別情報及び連絡先等情報について、住民記
録システムで異動が発生したタイミングでデー
タ連携し取得する。
業務関係情報である予防接種情報について、
市民が接種する都度、月１回定期的に医療機
関から各医師会を通じて予診票を受領し入手
する。

事後 詳細化

令和2年2月28日

Ⅰ基本情報　１．特定個人情
報を取り扱う事務　②事務の
内容

第９条別表第一10項 別表第一（第９条関係）の10の項 事後 文言の修正

令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　２．基本情報　③対象とな
る本人の範囲

さいたま市に住民登録している定期予防接種
の対象者

さいたま市に住民登録している（一部居住を含
む）定期予防接種の対象者

事後 対象者の見直し

令和1年6月7日 その内容 -

市に紙で提出された特定個人情報を含む給与
支払報告書等の課税資料のデータ入力業務の
委託において、委託先が市の許諾を得ることな
く再委託したもの（別添のとおり）

事後
評価実施機関における特定
個人情報に関する重大事故
の発生による変更

令和1年6月7日 再発防止策の内容 -

特定個人情報を取り扱う業務を委託する場合
には、契約締結時に再委託の予定の有無につ
いて委託先から書面で報告を求めるとともに、
原則として作業実施期間中に委託先の作業実
施場所へ立入調査を行う（立入調査の実施が
困難である場合は、委託先が作成した報告書
等を確認する。）。

事後
評価実施機関における特定
個人情報に関する重大事故
の発生による変更

平成31年2月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱い委託　委託事項４

保健センターシステムのシステム運用 - 事後
直近の契約実績を反映したも
のであるため重要な変更に該
当しない

令和1年6月7日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの
取扱いプロセスにおけるリス
ク対策、７．特定個人情報の
保管・消去、⑨過去3年以内
に、評価実施機関において、
個人情報に関する重大事故
が発生したか

2)発生無し 1)発生あり 事後
評価実施機関における特定
個人情報に関する重大事故
の発生による変更

平成31年2月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱い委託　委託事項２

機器設置拠点に関するデータセンター管理業
務

データセンターに関する管理業務 事後
直近の契約実績を反映したも
のであるため重要な変更に該
当しない

平成31年2月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱い委託　委託事項３

NWセンターに関するデータセンター管理業務 保健センターシステムのシステム運用 事後
直近の契約実績を反映したも
のであるため重要な変更に該
当しない

平成31年2月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱い委託　委託の有無

４件 ３件 事後
直近の契約実績を反映したも
のであるため重要な変更に該
当しない

平成29年5月2日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策　３特定個人情報の使用
リスク２

右記の内容を追記
・ＩＤとパスワード、生体情報による二要素認証
を行っている。

事後
番号連携サーバ等への新機
能追加による修正のため

平成29年5月2日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策　３特定個人情報の使用
リスク４

右記の内容を追記
・システム操作からデータが持出しできないよう
制御している。
・データの操作について操作記録を残す。

事後
番号連携サーバ等への新機
能追加による修正のため

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策　２特定個人情報の入手
リスク４

右記の内容を追記
・保健システム使用時は操作者の二要素認証
を行い、操作者の利用可能な機能をシステム
上で制御する。

事後
番号連携サーバ等への新機
能追加による修正のため

平成31年2月1日

Ⅰ基本情報　７．評価実施機
関における担当部署　②所属
長の役職名

疾病予防対策課長　嘉悦　明彦 疾病予防対策課長 事後
評価書の様式変更に伴う記
載の変更のため

（別添３）変更箇所
提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

番号連携サーバ等への新機
能追加による修正のため

平成29年5月2日

Ⅰ基本情報　２特定個人情報
ファイルを取扱う事務におい
て使用するシステム　システ
ム２　②システムの機能

右記の内容を追記

⑪お知らせ機能：お知らせ情報送信、お知らせ
情報状況確認、お知らせ情報取消
⑫自己情報提供機能：自己情報提供状況及び
提供内容の確認

事後

平成29年5月2日

Ⅰ基本情報　２特定個人情報
ファイルを取扱う事務におい
て使用するシステム　システ
ム３　②システムの機能

右記の内容を追記

⑤情報照会機能：中間サーバーへ他団体への
情報照会を要求し、返却された照会結果を画面
表示または、各業務システムにファイル転送を
行う。
⑥お知らせ機能：各業務で管理するお知らせ送
付先情報を受領し、お知らせする内容とともに
中間サーバーへ送信する。中間サーバーより
お知らせ情報の開封状況・回答結果を受信す
る。指定したお知らせ情報の取消要求を中間
サーバーへ送信する。

事後
番号連携サーバ等への新機
能追加による修正のため

平成29年5月2日



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年2月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策　４．特定個人情報ファイ
ルの取扱いの委託　再委託先
による特定個人情報ファイル
の適切な取扱いの確保　具体
的な方法

・委託先と同等のリスク対策を実施する。

委託先が再委託先に対して、情報セキュリティ
対策とその遵守、教育等が行われているかの
監督をしているか、原則として作業実施期間中
に立入調査を行い確認する（立入調査の実施
が困難な場合は、委託先が作成した報告書等
を確認する。）。
また、再委託先の情報セキュリティの運用状況
についても、立入調査を行い、ルールが遵守さ
れているか等の確認を行う（立入調査の実施が
困難な場合は、再委託先が作成した報告書等
を確認する。）。

事後 明確化

令和2年12月14日

Ⅰ基本情報　１．特定個人情
報ファイルを取り扱う事務　②
事務の内容

予防接種法（昭和23年法律第68号）に基づき、
Ａ類疾病及びＢ類疾病のうち政令で定めるもの
について、市内に居住する者に対し、期日又は
期間を指定して予防接種を行うとともに、接種
事務の報告、実費徴収等の事務を行うもので
ある。
　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（平成25年5月
31日法律第27号。以下「番号法」という。）にお
いては、別表第一（第９条関係）の10の項に基
づき、予防接種法による予防接種の実施、給付
の支給又は実費の徴収に関する事務において
個人番号を用いることとなる。

予防接種法（昭和23年法律第68号）に基づき、
Ａ類疾病及びＢ類疾病のうち政令で定めるもの
について、市内に居住する者に対し、期日又は
期間を指定して予防接種を行うとともに、接種
事務の報告、実費徴収等の事務を、並びに新
型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年
法律第31号)第46条第3項の規定により読み替
えて適用する予防接種法の予防接種の実施に
関する事務を、それぞれ行うものである。
　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（平成25年5月
31日法律第27号。以下「番号法」という。）にお
いては、別表第一（第９条関係）の10の項に基
づき、予防接種法による予防接種の実施、給付
の支給又は実費の徴収に関する事務において
個人番号を、別表第一の93の2項に基づき、新
型インフルエンザ等対策特別措置法による予
防接種の実施に関する事務において個人番号
を、それぞれ用いることになる。

事前 法改正に基づく追記

令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　（別添２）特定個人情報
ファイル記録項目

- 特定個人情報ファイル記録項目を追加 事後
保健システム再構築による更
新

令和2年2月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策　２．特定個人情報の入
手　リスク３　個人番号の真正
性確認の措置の内容

①②番号法政令 ①②番号法施行令 事後 文言の修正

令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託　委託事項４

統合基盤システム（中間サーバ、総合宛名シス
テム、番号連携サーバ、連携基盤システム（庁
内連携システム））に関するシステム保守及び
ハードウェア保守

統合基盤システム（中間サーバー、総合宛名シ
ステム、番号連携サーバ、連携基盤システム
（庁内連携システム）)に関するシステム保守

事後
システム保守とハードウェア
保守の委託先変更の反映

令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託　委託事項５

右記を追加

統合基盤システム（中間サーバー、総合宛名シ
ステム、番号連携サーバ、連携基盤システム
（庁内連携システム）)に関するハードウェア保
守

事後
システム保守とハードウェア
保守の委託先変更の反映

令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託　委託の有無

４件 ５件 事後
直近の契約実績を反映したも
のであるため重要な変更に該
当しない

令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　４．特定個人情報ファイル
の取扱いの委託　委託事項１
再委託　⑧再委託の許諾方
法

承諾願、体制図等の提出により審査

再委託を行う場合は、委託先より「業務内容一
部委任承諾願」（必要に応じて体制図等を添付
する。）を事前に受け付け、再委託先において、
委託先と同等以上の情報セキュリティ対策とそ
の遵守、教育等が行われているか確認した上
で、承認を行うこととする。

事後 明確化

令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．特定個人情報の入手・
使用　④入手に係る妥当性

【庁内連携により入手】
番号法第14条、14条2項において個人番号利
用事務実施者は他の個人番号利用事務等実
施者に対して個人番号の提供を求めることがで
きるとされている。このため予防接種事業に係
る事務において必要な時期に情報を入手する
ものである。

識別情報について、番号法第14条において個
人番号利用事務実施者は他の個人番号利用
事務等実施者に対して個人番号の提供を求め
ることができるとされているため、予防接種事
業に係る事務において必要な時期に情報を入
手する必要がある。
連絡先等情報について、正確な本人特定のた
め、予診票に記載された情報と突合するため、
また、接種勧奨に使用するために取得する必
要がある。
業務関係情報である予防接種情報について、
予防接種法施行令第６条の２の第１項におい
て、予防接種に関する記録を少なくとも５年間
は保存し、また、同法第２項において、本人から
開示請求があった際には、対応する必要があ
る。

事後

【庁内連携により入手】だけで
なく、【本人又は本人の代理
人からの入手】についても記
載

令和2年2月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．特定個人情報の入手・
使用　⑤本人への明示

【庁内連携により入手】
番号法第14条において、本人又は他の個人番
号利用事務実施者に対し個人番号の提供を求
めることができるとあることから、さいたま市住
民の個人番号について、住民記録システムより
入手可能である。

識別情報について、番号法第14条において本
人又は他の個人番号利用事務実施者に対し個
人番号の提供を求めることができるとされてい
る。
連絡先等情報について、医療機関で接種を受
ける前に、住民票住所の印字がある本人確認
証を提示、またその住所を予診票に記載するよ
う、お知らせ等に示している。
予防接種情報について、予診票に、同票の提
出の本人又は保護者による同意欄を設けてい
る。

事後

【庁内連携により入手】だけで
なく、【本人又は本人の代理
人からの入手】についても記
載



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム５

-

①システムの名称：ワクチン記録システム
（VRS）
②システムの機能：
・ワクチン接種記録システム（VRS）への接種対
象者・接種券発行登録を行う機能。
・接種記録の管理を行う機能。
・転出/死亡時等のフラグ設定を行う機能。
・他市区町村への接種記録の照会・提供を行う
機能。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付に係る接種記録の照会を行う機能。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和2年12月14日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　５．特定個人情報の提供・
移転(委託に伴うものを除く)

-
「新型インフルエンザ等対策特別措置法による
予防接種の実施に関する事務」についての追
記

事前 法改正に基づく追記

令和3年11月30日

Ⅰ基本情報
１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
②事務の内容

予防接種法（昭和23年法律第68号）に基づき、
Ａ類疾病及びＢ類疾病のうち政令で定めるもの
について、市内に居住する者に対し、期日又は
期間を指定して予防接種を行うとともに、接種
事務の報告、実費徴収等の事務を、並びに新
型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年
法律第31号)第46条第3項の規定により読み替
えて適用する予防接種法の予防接種の実施に
関する事務を、それぞれ行うものである。
　行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（平成25年5月
31日法律第27号。以下「番号法」という。）にお
いては、別表第一（第９条関係）の10の項に基
づき、予防接種法による予防接種の実施、給付
の支給又は実費の徴収に関する事務において
個人番号を、別表第一の93の2項に基づき、新
型インフルエンザ等対策特別措置法による予
防接種の実施に関する事務において個人番号
を、それぞれ用いることになる。

【予防接種事業に関する事務】
　予防接種法（昭和23年法律第68号）に基づ
き、Ａ類疾病及びＢ類疾病のうち政令で定める
ものについて、市内に居住する者に対し、期日
又は期間を指定して予防接種を行うとともに、
国・県への事業報告、実費の徴収等に関する
事務を行う。また、新型インフルエンザ等対策
特別措置法（平成24年法律第31号）に基づき、
新型インフルエンザ等が発生した場合におい
て、同法第28条に基づく「特定接種」及び同法
第46条に基づく「住民接種」の実施に関する事
務を行う。
　上記事務については、行政手続における特定
の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律（平成25年法律第27号。以下「番号法」と
いう。）別表第一（第9条関係）の10の項及び93
の2の項に基づき、個人番号を利用した予防接
種履歴の管理等を行う。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
　新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種は、予防接種法及び検疫法の一部を改正す
る法律（令和2年法律第75号）による改正後の
予防接種法附則第7条第1項の規定によりみな
し適用する同法第6条第1項の臨時に行う予防
接種として実施するもので、以下の事務を行う。
 ・国（内閣官房IT総合戦略室）が開発した「ワク
チン接種記録システム（VRS）」へ予防接種対象
者及び発行した接種券の登録を行う。
 ・予防接種の実施後に接種記録等を登録、管
理し、他市区町村へ接種記録の照会・提供を行
う。
 ・予防接種の実施後に、被接種者からの申請
に基づき、新型コロナウイルス感染症予防接種
証明書の交付を行う。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和2年12月14日
Ⅰ基本情報　５．個人番号の
利用　法令上の根拠

１．番号法　第9条第1項　別表第一　10項
２．番号法別表第一の主務省令で定める事務
を定める命令（平成26年9月10日内閣府総務省
令第5号）　第10条
３．番号法　第9条第2項、さいたま市個人番号
の利用に関する条例（平成27年12月25日条例
第60号。以下「条例」という。）第4条　別表第2
32項及び、条例施行規則（平成27年12月28日
規則第113号）第34条

１．番号法　第9条第1項　別表第一　10項、93
の2項
２．番号法別表第一の主務省令で定める事務
を定める命令（平成26年9月10日内閣府総務省
令第5号）　第10条、第67条の2
３．番号法　第9条第2項、さいたま市個人番号
の利用に関する条例（平成27年12月25日条例
第60号。以下「条例」という。）第4条　別表第2
32項及び、条例施行規則（平成27年12月28日
規則第113号）第34条

事前 法改正に基づく追記

令和2年12月14日

Ⅰ基本情報　６．情報提供
ネットワークシステムによる情
報連携　②法令上の根拠

【提供】
番号法第19条第7号　別表第二　16の2項、16
の3項
行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令　第
12条の2、第12条の2の2
【照会】
番号法第19条第7号　別表第二　16の2項、17
項、18項、19項
行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令　第
12条の2、第12条の3、第13条、第13条の2

【提供】
番号法第19条第7号　別表第二　16の2項、16
の3項、115の2項
行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令　第
12条の2、第12条の2の2、第59条の2
【照会】
番号法第19条第7号　別表第二　16の2項、17
項、18項、19項、115の2項
行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第二の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令　第
12条の2、第12条の3、第13条、第13条の2、第
59条の2

事前 法改正に基づく追記



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
②入手方法

［〇］その他（住民基本台帳ネットワークシステ
ム）

［〇］その他（住民基本台帳ネットワークシステ
ム、ワクチン接種記録システム（VRS））

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
③入手の時期・頻度

・識別情報及び連絡先等情報については、住
民記録システムで異動が発生したタイミングで
データ連携し取得する。
・業務関係情報である予防接種情報について
は、市民が接種する都度、月１回定期的に医療
機関から各医師会を通じて予診票を受領し入
手する。

【予防接種事業に関する事務】
・識別情報及び連絡先等情報については、住
民記録システムで異動が発生したタイミングで
データ連携し取得する。
・業務関係情報である予防接種情報について
は、市民が接種する都度、月１回定期的に医療
機関から各医師会を通じて予診票を受領し入
手する。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・転入時に転出元市区町村への接種記録の照
会が必要になる都度（転入者本人から個人番
号の提供の同意が得られた場合のみ）
・転出先市区町村から接種記録の照会を受け
る都度
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付のため、被接種者から交付申請があった
場合であって接種記録の照会が必要になる都
度

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日
Ⅰ基本情報
（別添１）事務の内容

-
「予防接種関連事務」に加え、「新型コロナウイ
ルス感染症対策に係る予防接種事務」の内容
を追記

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
２．基本情報
⑥事務担当部署

保健福祉局保健所疾病予防対策課
保健福祉局保健所疾病予防対策課、保健福祉
局保健所新型コロナウイルスワクチン対策室

事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅰ基本情報
７．評価実施機関における担
当部署
①部署

保健福祉局保健所疾病予防対策課
保健福祉局保健所疾病予防対策課、保健福祉
局保健所新型コロナウイルスワクチン対策室

事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅰ基本情報
７．評価実施機関における担
当部署
②所属長の役職名

疾病予防対策課長
疾病予防対策課長、新型コロナウイルスワクチ
ン対策室長

事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅰ基本情報
５．個人番号の利用
法令上の根拠

１．番号法　第9条第1項　別表第一　10項、93
の2項
２．番号法別表第一の主務省令で定める事務
を定める命令（平成26年9月10日内閣府総務省
令第5号）　第10条、第67条の2
３．番号法　第9条第2項、さいたま市個人番号
の利用に関する条例（平成27年12月25日条例
第60号。以下「条例」という。）第4条　別表第2
32項及び、条例施行規則（平成27年12月28日
規則第113号）第34条

【予防接種事業に関する事務】
・番号法第9条第1項、別表第一の10の項、93の
2の項
・行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第一の主務
省令で定める事務を定める命令（以下「別表第
一主務省令」という。）第10条、第67条の2

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・番号法第9条第1項、別表第一の10の項
・別表第一主務省令第10条
・番号法第19条第16号（新型コロナウイルス感
染症対策に係る予防接種事務におけるワクチ
ン接種記録システム（VRS）を用いた情報提供・
照会のみ）
・番号法第19条第6号(委託先への提供)

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑦使用の主体

保健所疾病予防対策課、西区役所保健セン
ター、北区役所保健センター、大宮区役所保健
センター、見沼区役所保健センター、中央区役
所保健センター、桜区役所保健センター、浦和
区役所保健センター、南区役所保健センター、
緑区役所保健センター、岩槻区役所保健セン
ター

【予防接種事業に関する事務】
保健所疾病予防対策課、西区役所保健セン
ター、北区役所保健センター、大宮区役所保健
センター、見沼区役所保健センター、中央区役
所保健センター、桜区役所保健センター、浦和
区役所保健センター、南区役所保健センター、
緑区役所保健センター、岩槻区役所保健セン
ター

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
保健所新型コロナウイルスワクチン対策室、西
区役所総務課、北区役所総務課、大宮区役所
総務課、見沼区役所総務課、中央区役所総務
課、桜区役所総務課、浦和区役所総務課、南
区役所総務課、緑区役所総務課、岩槻区役所
総務課、中央区役所区民課
（各区役所総務課及び中央区役所区民課は新
型コロナウイルス感染症予防接種証明書の交
付事務のみ）

事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
④入手に係る妥当性

・識別情報については、番号法第14条において
個人番号利用事務実施者は他の個人番号利
用事務等実施者に対して個人番号の提供を求
めることができるとされているため、予防接種事
業に係る事務において必要な時期に情報を入
手する必要がある。
・連絡先等情報については、正確な本人特定の
ため、予診票に記載された情報と突合するた
め、また、接種勧奨に使用するために取得する
必要がある。
・業務関係情報である予防接種情報について
は、予防接種法施行令第6条の2第1項におい
て、予防接種に関する記録を少なくとも5年間は
保存し、また、同条第2項において、本人から開
示請求があった際には、対応する必要がある。

【予防接種事業に関する事務】
・識別情報については、番号法第14条において
個人番号利用事務実施者は他の個人番号利
用事務等実施者に対して個人番号の提供を求
めることができるとされているため、予防接種事
業に係る事務において必要な時期に情報を入
手する必要がある。
・連絡先等情報については、正確な本人特定の
ため、予診票に記載された情報と突合するた
め、また、接種勧奨に使用するために取得する
必要がある。
・業務関係情報である予防接種情報について
は、予防接種法施行令第6条の2第1項におい
て、予防接種に関する記録を少なくとも5年間は
保存し、また、同条第2項において、本人から開
示請求があった際には、対応する必要がある。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・当市への転入者について、転出元市区町村
へ接種記録を照会するために、転入者本人か
ら個人番号の提供の同意が得られた場合のみ
入手する。（番号法第19条第16号）
・当市からの転出者について、転出先市区町村
へ当市での接種記録を提供するために、転出
先市区町村から個人番号を入手する。（番号法
第19条第16号）
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付のため、被接種者から交付申請があった
場合のみ入手する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑤本人への明示

・識別情報については、番号法第14条において
本人又は他の個人番号利用事務実施者に対し
個人番号の提供を求めることができるとされて
いる。
・連絡先等情報については、医療機関で接種を
受ける前に、住民票住所の印字がある本人確
認証を提示、またその住所を予診票に記載す
るよう、お知らせ等に示している。
・予防接種情報については、予診票に、同票の
提出の本人又は保護者による同意欄を設けて
いる。

【予防接種事業に関する事務】
・識別情報については、番号法第14条において
本人又は他の個人番号利用事務実施者に対し
個人番号の提供を求めることができるとされて
いる。
・連絡先等情報については、医療機関で接種を
受ける前に、住民票住所の印字がある本人確
認証を提示、またその住所を予診票に記載す
るよう、お知らせ等に示している。
・予防接種情報については、予診票に、同票の
提出の本人又は保護者による同意欄を設けて
いる。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・当市への転入者について被接種者からの同
意を得て入手する。
・被接種者からの接種証明書の交付申請に合
わせて本人から入手する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

［〇］提供を行っている（　2件） ［〇］提供を行っている（　3件） 事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項４
⑥委託先名

富士通株式会社 富士通Japan株式会社 関越支社 事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項６

-
「ワクチン接種記録システム（VRS）のシステム
運用」に係る委託内容等を追加

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託の有無

5件 6件 事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項１
⑥委託先名

富士通株式会社 富士通Japan株式会社 関越支社 事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑧使用方法　情報の突合

予診票に記入された整理番号、住所、氏名、生
年月日等と突合し、接種対象者かどうか確認す
る。

【予防接種事業に関する事務】
予診票に記入された整理番号、住所、氏名、生
年月日等と突合し、接種対象者かどうか確認す
る。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
当市からの転出者について、当市での接種記
録を転出先市区町村に提供するために、転出
先市区町村から個人番号を入手し、当市の接
種記録と突合する。
（転出先市区町村にて、本人から個人番号の提
供に関して同意が得られた場合のみ当処理を
行う。）

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑧使用方法　情報の統計分
析

個人番号を用いた統計分析は行わない。

【予防接種事業に関する事務】
個人番号を用いた統計分析は行わない。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
特定の個人を判別するような情報の統計や分
析は行わない。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑧使用方法

①予防接種情報の管理事務
　予防接種委託医療機関から提出された予診
票を、対象者であるか特定し、適切な予防接種
事業の運営を図る。
②接種勧奨事務
　予防接種についての情報を個別勧奨を通し
て、お知らせする。

【予防接種事業に関する事務】
①予防接種情報の管理事務
　予防接種委託医療機関から提出された予診
票を、対象者であるか特定し、適切な予防接種
事業の運営を図る。
②接種勧奨事務
　予防接種についての情報を個別勧奨を通し
て、お知らせする。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・当市への転入者について、転出元市区町村
へ接種記録を照会するために特定個人情報を
使用する。
・当市からの転出者について、転出先市区町村
へ当市での接種記録を提供するために特定個
人情報を使用する。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付の際、接種記録を照会するために特定個
人情報を使用する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添２）特定個人情報ファイ
ル記録項目

-
「ワクチン接種記録システム（VRS）のシステム
運用」に特定個人情報ファイルとして記録する
項目を追加

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消
去
①保管場所

＜さいたま市における措置＞
　24時間有人監視、監視カメラ
　入退管理 ICカード+静脈認証による入退管
理、入館申請・作業内容確認
　不正持込・持出防止 、台帳による媒体管理

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館
及びサーバー室への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存され、バッ
クアップもデータベース上に保存される。

＜さいたま市における措置＞
・24時間有人監視、監視カメラ
・入退管理 ICカード＋静脈認証による入退管
理、入館申請・作業内容確認
・不正持込・持出防止 、台帳による媒体管理

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置している。データセンターへの入館、
及びサーバー室への入室を行う際は、警備員
などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請
との照合を行う。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個人
情報の適切な取扱いに関するガイドライン、政
府機関等の情報セキュリティ対策のための統
一基準群に準拠した開発・運用がされており、
情報セキュリティの国際規格を取得しているク
ラウドサービスを利用している。なお、以下のと
おりのセキュリティ対策を講じている。
・論理的に区分された当市の領域にデータを保
管する。
・当該領域のデータは、暗号化処理をする。
・個人番号が含まれる領域はインターネットから
アクセスできないように制御している。
・国、都道府県からは特定個人情報にアクセス
できないように制御している。
・日本国内にデータセンターが存在するクラウド
サービスを利用している。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消
去
③消去方法

＜さいたま市における措置＞
・5年経過後のデータに対するアクセスを制限し
ている。
・機器更新等による際は、ディスク等に保存さ
れた情報が読み出しできないよう、物理的破壊
もしくは、専用ソフトを利用して完全に消去す
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バー･プラットフォームの事業者が特定個人情
報を消去することはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの事業者において、
保存された情報が読み出しできないよう、物理
的破壊または専用ソフト等を利用して完全に消
去する。

＜さいたま市における措置＞
・5年経過後のデータに対するアクセスを制限し
ている。
・機器更新等による際は、ディスク等に保存さ
れた情報が読み出しできないよう、物理的破壊
もしくは、専用ソフトを利用して完全に消去す
る。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バー･プラットフォームの事業者が特定個人情
報を消去することはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの事業者において、
保存された情報が読み出しできないよう、物理
的破壊または専用ソフト等を利用して完全に消
去する。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・自機関の領域に保管されたデータのみ、ワク
チン接種記録システム(VRS)を用いて消去する
ことができる。
・自機関の領域に保管されたデータは、他機関
から消去できない。
※クラウドサービスは、IaaSを利用し、クラウド
サービス事業者からはデータにアクセスできな
いため、 消去することができない。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供先3

-
「新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務」における提供先に係る内容を追加

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
特定個人情報の入手（情報提
供ネットワークシステムを通じ
た入手を除く。）におけるその
他のリスク及びそのリスクに
対する措置

-

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・入手した特定個人情報については、限定され
た端末を利用して国から配布されたユーザIDを
使用し、ログインした場合だけアクセスできるよ
うに制御している。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスク２：不適切な方法で入手
が行われるリスク

保健システムを利用する必要がある職員に対
して、個人ごとにID・パスワードを設定すること
で、不適切な方法で特定個人情報の入力・更
新をすることができない仕組みとなっている。

保健システムを利用する必要がある職員に対
して、個人ごとにID・パスワードを設定すること
で、不適切な方法で特定個人情報の入力・更
新をすることができない仕組みとなっている。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)のデータ
ベースは、市区町村ごとに論理的に区分されて
おり、他市区町村の領域からは、特定個人情報
の入手ができないようにアクセス制御している。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスク４：入手の際に特定個人
情報が漏えい・紛失するリスク

・保健システムは基幹系システム用の専用ネッ
トワーク回線を利用することにより情報リスクを
低減させている。
・提出された予診票については、提出後、職員
が全件確認および入力し、保管については、施
錠された部屋へ保管している。
・確認および入力の際は、複数人数で行ってい
る。
・保健システム使用時は操作者の二要素認証
を行い、操作者の利用可能な機能をシステム
上で制御する。

・保健システムは基幹系システム用の専用ネッ
トワーク回線を利用することにより情報リスクを
低減させている。
・提出された予診票については、提出後、職員
が全件確認および入力し、保管については、施
錠された部屋へ保管している。
・確認および入力の際は、複数人数で行ってい
る。
・保健システム使用時は操作者の二要素認証
を行い、操作者の利用可能な機能をシステム
上で制御する。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・入手する特定個人情報については、情報漏え
いを防止するために、暗号化された通信回線を
使用する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク

・予防接種を受付する委託医療機関において、
本人確認書類（健康保険証や子育て支援医療
費受給者証等）の確認を実施し、対象者以外の
情報を入手することのないようにする。なお、平
成27年度より、どの書類で本人を確認したか、
予診票にチェック欄を設けた。
・委託医療機関から提出された予診票を保健シ
ステムへ取込む際に、入力作業員が予診票に
記載された個人コード、氏名、住所、生年月日
等とマッチングを行い、適切な情報のみをシス
テムへ取込む。

・予防接種を受付する委託医療機関において、
本人確認書類（健康保険証や子育て支援医療
費受給者証等）の確認を実施し、対象者以外の
情報を入手することのないようにする。なお、平
成27年度より、どの書類で本人を確認したか、
予診票にチェック欄を設けた。
・委託医療機関から提出された予診票を保健シ
ステムへ取込む際に、入力作業員が予診票に
記載された個人コード、氏名、住所、生年月日
等とマッチングを行い、適切な情報のみをシス
テムへ取込む。
＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
①転入者本人からの個人番号の入手
　当市の転入者について、転出元市区町村へ
接種記録を照会するために、個人番号を入手
する際は、新接種券発行申請書兼接種記録確
認同意書等により本人同意を取得し、さらに、
番号法第16条に基づき、本人確認書類を確認
することで、対象者以外の情報の入手を防止す
る。
②転出先市区町村からの個人番号の入手
　当市からの転出者について、当市での接種記
録を転出先市区町へ提供するために、転出先
市区町村から個人番号を入手するが、その際
は、転出先市区町村において、本人同意及び
本人確認が行われた情報だけをワクチン接種
記録システム(VRS)を通じて入手する。
③新型コロナウイルス感染症予防接種証明書
の交付申請者からの個人番号の入手
　被接種者について、新型コロナウイルス感染
症予防接種証明書の交付のために個人番号を
入手するのは、被接種者から接種証明書の交
付申請があった場合のみとし、さらに、番号法
第16条に基づき、本人確認書類を確認すること
で、対象者以外の情報の入手を防止する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者（元職
員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用される
リスク

・端末から参照、更新した場合のアクセスログを
記録している。
　（記録項目：処理日時、職員情報、部署情報、
端末情報、処理事由、宛名番号、4情報）

・端末から参照、更新した場合のアクセスログを
記録している。
　（記録項目：処理日時、職員情報、部署情報、
端末情報、処理事由、宛名番号、4情報）

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・システム上の操作のログを取得しており、操
作ログを確認できる。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
３．特定個人情報の使用
リスク３：従業者が事務外で使
用するリスク

・アクセスログを記録し、定期的にログを解析す
る仕組み、不正利用された場合にログを追跡で
きる仕組みを用意している。
・実際に端末を使用する主査、主任、主事級の
職員および臨時職員に対するセキュリティ教育
を年に1回行っている。異動してきた職員および
新しく採用された職員には、その都度セキュリ
ティ教育を行っている。特に、臨時職員に対して
は、個人情報を漏えいした罰則等について説明
し、強く注意を促す教育を行う。

・アクセスログを記録し、定期的にログを解析す
る仕組み、不正利用された場合にログを追跡で
きる仕組みを用意している。
・実際に端末を使用する主査、主任、主事級の
職員および会計年度任用職員に対するセキュ
リティ教育を年に1回行っている。異動してきた
職員および新しく採用された職員には、その都
度セキュリティ教育を行っている。特に、会計年
度任用職員に対しては、個人情報を漏えいした
罰則等について説明し、強く注意を促す教育を
行う。

事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者（元職
員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用される
リスク

・システムを利用する必要がある職員に対し、
個人ごとにユーザーIDを割り当て、パスワード
設定および生体情報による二要素認証を行っ
ている。

・システムを利用する必要がある職員に対し、
個人ごとにユーザーIDを割り当て、パスワード
設定および生体情報による二要素認証を行っ
ている。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
　権限のない者によって不正に使用されないよ
う、以下の対策を講じている。
・ワクチン接種記録システム(VRS)における特定
個人情報へのアクセスは、LGWAN端末による
操作に限り可能になるように制御している。
・LGWAN端末は、限定された者しかログインで
きる権限を保持しない。
・ワクチン接種記録システム(VRS)におけるのロ
グイン認証は、ユーザID・パスワードにて行う。
・ワクチン接種記録システム(VRS)へのログイン
用のユーザIDは、国に対してユーザ登録を事
前申請した者に限定して発行される。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者（元職
員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用される
リスク

・ユーザ管理は統合基盤システムの共通認証
機能とデータ連携が行われており、統合基盤シ
ステムから人事異動情報の連携後、所属に応
じたアクセス権限を自動的に設定。
・個人毎の詳細なアクセス権限は、職員側で権
限変更申請を行い、統合運用管理事業者が変
更する。
・人事異動があった場合や権限変更があった場
合には、書面にて決裁し、システムに反映させ
ている。

・ユーザ管理は統合基盤システムの共通認証
機能とデータ連携が行われており、統合基盤シ
ステムから人事異動情報の連携後、所属に応
じたアクセス権限を自動的に設定。
・個人毎の詳細なアクセス権限は、職員側で権
限変更申請を行い、統合運用管理事業者が変
更する。
・人事異動があった場合や権限変更があった場
合には、書面にて決裁し、システムに反映させ
ている。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・ワクチン接種記録システム(VRS)へのログイン
用のユーザIDは、国に対してユーザ登録を事
前申請した者に限定して発行される。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
３．特定個人情報の使用
リスク１：目的を超えた紐付
け、事務に必要のない情報と
の紐付けが行われるリスク

・庁内の他システムからアクセスできないよう適
切なアクセス制限を講じており、目的を超えた
紐付は行われないようにしている。
・必要のない情報については保有しない。
・各業務を行うにあたり、利用者の担当業務ご
とにアクセス権限区分を設け、権限に応じて不
必要な情報にはアクセスできないよう制御を
行っている。

・庁内の他システムからアクセスできないよう適
切なアクセス制限を講じており、目的を超えた
紐付は行われないようにしている。
・必要のない情報については保有しない。
・各業務を行うにあたり、利用者の担当業務ご
とにアクセス権限区分を設け、権限に応じて不
必要な情報にはアクセスできないよう制御を
行っている。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
 ・接種会場等では、接種券番号の読取端末（タ
ブレット端末）からインターネット経由でワクチン
接種記録システム(VRS)に接続するが、個人番
号にはアクセスできないように制御している。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
情報保護管理体制の確認

・委託する内容に合わせて、委託先の選定条件
でプライバシーマーク付与認定（JIS Q15001）あ
るいは情報セキュリティマネジメントシステム認
証基準JISQ27001(ISO/IEC27001）の認定を要
求しているほか、業務実績など社会的信用と能
力があることを確認している。
・委託先を選定する際、委託先にて個人情報保
護に関する規定や体制の整備、安全管理措置
がとられているか確認している。

・委託する内容に合わせて、委託先の選定条件
でプライバシーマーク付与認定（JIS Q15001）あ
るいは情報セキュリティマネジメントシステム認
証基準JISQ27001(ISO/IEC27001）の認定を要
求しているほか、業務実績など社会的信用と能
力があることを確認している。
・委託先を選定する際、委託先にて個人情報保
護に関する規定や体制の整備、安全管理措置
がとられているか確認している。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
　当市、国、当該システムの運用保守事業者の
三者の関係を規定した「ワクチン接種記録シス
テムの利用にあたっての確認事項（規約）」に同
意することにより、当該確認事項に基づき、ワク
チン接種記録システム(VRS)に係る特定個人情
報の取扱いを当該システムの運用保守事業者
に委託することとする。なお、次の内容について
は、当該確認事項に規定されている。
・ 特定個人情報ファイルの閲覧者・更新者の制
限
・ 特定個人情報ファイルの取扱いの記録
・ 特定個人情報の提供ルール／消去ルール
・ 委託契約書中の特定個人情報ファイルの取
扱いに関する規定
・ 再委託先による特定個人情報ファイルの適
切な取扱いの確保

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
３．特定個人情報の使用
リスク４：特定個人情報ファイ
ルが不正に複製されるリスク

・事務端末には特定個人情報ファイルが保存さ
れない仕組みとなっている。
・システムのバックアップデータ等には厳重に管
理し、権限を持った者のみがアクセスできる。
・システム操作からデータが持出しできないよう
制御している。
・データの操作について操作記録を残す。

・事務端末には特定個人情報ファイルが保存さ
れない仕組みとなっている。
・システムのバックアップデータ等には厳重に管
理し、権限を持った者のみがアクセスできる。
・システム操作からデータが持出しできないよう
制御している。
・データの操作について操作記録を残す。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
　住民基本台帳システムや予防接種台帳シス
テムから特定個人情報を抽出したCSVファイル
をワクチン接種記録システム(VRS)へ登録する
際には、以下のようにしている。
・作業を行う職員及び端末を必要最小限に限定
する。
・作業に用いる電子記録媒体については、不正
な複製、持ち出し等を防止するために、許可さ
れた専用の外部記録媒体を使用する。また、媒
体管理簿等に使用の記録を記載する等、利用
履歴を残す。
・作業に用いる電子記録媒体の取扱いについ
ては、承認を行い、当該承認の記録を残す。
・電子記録媒体に格納するデータについては、
暗号化やパスワード設定を行う。
・電子記録媒体による作業を終了したら、内部
のデータを確実に消去する。
・管理簿に消去の記録を記載する等、消去履歴
を残す。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
３．特定個人情報の使用
特定個人情報の使用におけ
るその他のリスク及びそのリ
スクに対する措置

・端末操作時、離席する際は必ずログアウトす
る。
・特定個人情報が記載された紙媒体について、
離席時には引出しに入れる等の覗き見を防止
している。
・使用している端末からは、記憶媒体による
データの持ち出しは出来ない仕様となってい
る。

・端末操作時、離席する際は必ずログアウトす
る。
・特定個人情報が記載された紙媒体について、
離席時には引出しに入れる等の覗き見を防止
している。
・使用している端末からは、記憶媒体による
データの持ち出しは出来ない仕様となってい
る。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
①特定個人情報を使用する場面を必要最小限
に限定している。具体的には以下の３つの場面
に限定している。
・当市への転入者について、転出元市区町村
へ接種記録を照会するために、転入者本人か
ら個人番号の提供の同意が得られた場合のみ
入手し、使用する。
・当市からの転出者について、当市での接種記
録を転出先市区町村へ提供するために、個人
番号を入手し、使用する。
・被接種者について、新型コロナウイルス感染
症予防接種証明書の交付申請があった場合
に、接種記録を照会するために、個人番号を入
手し、使用する。
②ワクチン接種記録システム(VRS)からCSV
ファイルにてダウンロードする接種記録データ
には、個人番号が含まれない。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
５．特定個人情報の提供・移
転 （委託や情報提供ネット
ワークシステムを通じた提供
を除く。）
特定個人情報の提供・移転
（委託や情報提供ネットワーク
システムを通じた提供を除
く。）におけるその他のリスク
及びそのリスクに対する措置

-

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・特定個人情報の提供は、限定された端末
（LGWAN端末）だけができるように制御してい
る。
・特定個人情報を提供する場面を必要最小限
に限定している。具体的には、当市への転入者
について、転出元市区町村での接種記録を入
手するために、転出元市町区村へ個人番号と
共に転出元の市区町村コードを提供する場面
に限定している。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
５．特定個人情報の提供・移
転 （委託や情報提供ネット
ワークシステムを通じた提供
を除く。）
リスク２：不適切な方法で提
供・移転が行われるリスク

・庁内連携は、庁内ネットワーク経由で行う。
・他機関への提供は、庁内ネットワーク、中間
サーバ経由で行う。

・庁内連携は、庁内ネットワーク経由で行う。
・他機関への提供は、庁内ネットワーク、中間
サーバ経由で行う。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
・転出元市区町村への個人番号の提供
　当市への転入者について、転出元市区町村
から接種記録を入手するため、転出元市区町
村へ個人番号を提供するが、その際は、本人
同意及び本人確認が行われた　情報だけをワ
クチン接種記録システム(VRS)を用いて提供す
る。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
５．特定個人情報の提供・移
転 （委託や情報提供ネット
ワークシステムを通じた提供
を除く。）
リスク３：誤った情報を提供・
移転してしまうリスク、誤った
相手に提供・移転してしまうリ
スク

・さいたま市で承認を得た提供・移転のみ実施
する。
・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの
措置
　システム上、照会元から指定された検索条件
に基づき得た結果を適切に提供することを担保
する。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの
措置
　相手方（都道府県サーバ）と市町村CSの間の
通信では相互認証を実施するため、認証できな
い相手先への情報の移転はなされないことが
システム上担保される。

・さいたま市で承認を得た提供・移転のみ実施
する。
・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの
措置
　システム上、照会元から指定された検索条件
に基づき得た結果を適切に提供することを担保
する。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの
措置
　相手方（都道府県サーバ）と市町村CSの間の
通信では相互認証を実施するため、認証できな
い相手先への情報の移転はなされないことが
システム上担保される。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・転出元市区町村への個人番号の提供
　当市への転入者について、転出元市区町村
から接種記録を入手するため、転出元市区町
村へ個人番号を提供するが、その際は、個人
番号と共に転出元の市区町村コードを送信す
る。そのため、仮に誤った市区町村コードを個
人番号と共に送信したとしても、電文を受ける
市区町村では、該当者がいないため、誤った市
区町村に対して個人番号が提供されない仕組
みとなっている。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
５．特定個人情報の提供・移
転 （委託や情報提供ネット
ワークシステムを通じた提供
を除く。）
リスク１：不正な提供・移転が
行われるリスク

・他機関へ提供、統合基盤システムへ移転する
ファイルを記録する仕組みを構築している。

・他機関へ提供、統合基盤システムへ移転する
ファイルを記録する仕組みを構築している。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)では、他市
区町村への提供の記録を取得しており、委託
業者から「情報提供等の記録」を入手し、記録
の確認をすることができる。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク５：不正な提供が行われ
るリスク

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能（※）により、情報提供ネット
ワークシステムにおける照会許可用照合リスト
を情報提供ネットワークシステムから入手し、中
間サーバーにも格納して、情報提供機能によ
り、照会許可用照合リストに基づき情報連携が
認められた特定個人情報の提供の要求である
かチェックを実施している。
②情報提供機能により、情報提供ネットワーク
システムに情報提供を行う際には、情報提供
ネットワークシステムから情報提供許可証と情
報照会者へたどり着くための経路情報を受領
し、照会内容に対応した情報を自動で生成して
送付することで、特定個人情報が不正に提供さ
れるリスクに対応している。
③特に慎重な対応が求められる情報について
は自動応答を行わないように自動応答不可フラ
グを設定し、特定個人情報の提供を行う際に、
送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、セ
ンシティブな特定個人情報が不正に提供される
リスクに対応している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の提供の要求の受領及び情報
提供を行う機能。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能（※）により、情報提供ネット
ワークシステムにおける照会許可用照合リスト
を情報提供ネットワークシステムから入手し、中
間サーバーにも格納して、情報提供機能によ
り、照会許可用照合リストに基づき情報連携が
認められた特定個人情報の提供の要求である
かチェックを実施している。
②情報提供機能により、情報提供ネットワーク
システムに情報提供を行う際には、情報提供
ネットワークシステムから情報提供許可証と情
報照会者へたどり着くための経路情報を受領
し、照会内容に対応した情報を自動で生成して
送付することで、特定個人情報が不正に提供さ
れるリスクに対応している。
③機微情報については自動応答を行わないよ
うに自動応答不可フラグを設定し、特定個人情
報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認
し、提供を行うことで、センシティブな特定個人
情報が不正に提供されるリスクに対応してい
る。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の提供の要求の受領及び情報
提供を行う機能。

事後 軽微な修正

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策

-

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における措
置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個
人情報の適切な取扱いに関するガイドライン、
政府機関等の情報セキュリティ対策のための
統一基準群に準拠した開発・運用がされてお
り、情報セキュリティの国際規格を取得している
クラウドサービスを利用しているため、特定個
人情報の適切な取扱いに関するガイドラインで
求める物理的対策を満たしている。
　なお、主に以下の物理的対策を講じている。
・サーバ設置場所等への入退室記録管理、施
錠管理
・日本国内にデータセンターが存在するクラウド
サービスを利用している。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報照会機能（※1）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、情報
提供許可証の発行と照会内容の照会許可用照
合リスト（※2）との照合を情報提供ネットワーク
システムに求め、情報提供ネットワークシステ
ムから情報提供許可証を受領してから情報照
会を実施することになる。つまり、番号法上認め
られた情報連携以外の照会を拒否する機能を
備えており、目的外提供やセキュリティリスクに
対応している。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能
（※3）では、ログイン時の職員認証の他に、ロ
グイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作
内容の記録が実施されるため、不適切な接続
端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止
する仕組みになっている。
（※1）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の照会及び照会した情報の受領
を行う機能。
（※2）番号法別表第二及び第１９条第８号に基
づき、事務手続きごとに情報照会者、情報提供
者、照会・提供可能な特定個人情報をリスト化
したもの。
（※3）中間サーバーを利用する職員の認証と
職員に付与された権限に基づいた各種機能や
特定個人情報へのアクセス制御を行う機能。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、提供
許可証の発行と照会内容の照会許可用照合リ
スト（※２）との照合を情報提供ネットワークシス
テムに求め、情報提供ネットワークシステムか
ら提供許可証を受領してから情報照会を実施
することになる。つまり、番号法上認められた情
報連携以外の照会を拒否する機能を備えてお
り、目的外提供やセキュリティリスクに対応して
いる。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能
（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ロ
グイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作
内容の記録が実施されるため、不適切な接続
端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止
する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用し
た特定個人情報の照会及び照会した情報の受
領を行う機能。
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワー
クシステムを使用した特定個人情報の提供に
係る情報照会者、情報提供者、事務及び特定
個人情報を一覧化し、情報照会の可否を判断
するために使用するもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と
職員に付与された権限に基づいた各種機能や
特定個人情報へのアクセス制御を行う機能。

事後 軽微な修正



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和3年11月30日

Ⅳその他のリスク対策
１．監査
②監査

＜さいたま市における措置＞
・年１回、組織に対する監査として「情報セキュ
リティ内部監査」を24課（各局（区）で1課）に実
施し、情報システムに対する監査として「情報セ
キュリティ外部監査」を2システム・1Ｗｅｂサイト
に実施している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
運用規則等に基づき、中間サーバー・プラット
フォームについて、定期的に監査を行う。

＜さいたま市における措置＞
・年１回、組織に対する監査として「情報セキュ
リティ内部監査」を24課（各局（区）で1課）に実
施し、情報システムに対する監査として「情報セ
キュリティ外部監査」を2システム・1Ｗｅｂサイト
に実施している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
運用規則等に基づき、中間サーバー・プラット
フォームについて、定期的に監査を行う。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室から発
出された「新型コロナウイルスワクチン接種記
録システムの利用にあたっての確認事項」に同
意のうえ、第9条（市区町村の責任）に則し、適
切に職員等の当該システムの利用を管理し、
必要な監督をする。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策

-

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における措
置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個
人情報の適切な取扱いに関するガイドライン、
政府機関等の情報セキュリティ対策のための
統一基準群に準拠した開発・運用がされてお
り、情報セキュリティの国際規格を取得している
クラウドサービスを利用しているため、特定個
人情報の適切な取扱いに関するガイドラインで
求める技術的対策を満たしている。
　なお、主に以下の技術的対策を講じている。
・論理的に区分された当市の領域にデータを保
管する。
・当該領域のデータは、暗号化処理をする。
・個人番号が含まれる領域はインターネットから
アクセスできないように制御している。
・国、都道府県からは特定個人情報にアクセス
できないように制御している。
・当該システムへの不正アクセスの防止のた
め、外部からの侵入検知・通知機能を備えてい
る。
・LGWAN端末とワクチン接種記録システムとの
通信は暗号化を行うことにより、通信内容の秘
匿及び盗聴防止の対応をしている。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅳその他のリスク対策
１．監査
①自己点検

＜さいたま市における措置＞
①所属長は部署の職員に対し、年に1回又は必
要に応じて自主点検を実施させることにより、
情報セキュリティ対策の実施状況について確認
するとともに、改善に取り組んでいる。

②守るべき情報資産について、年一回、ライフ
サイクルごとにリスクを分析し、より有効な対策
を検討・実施する。

③事業者に対し、年に1回又は必要に応じて自
主点検を実施させることにより、情報セキュリ
ティ対策の実施状況について確認するととも
に、改善に取り組んでいる。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
運用規則等に基づき、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、定期的に自己点検を実施する。

＜さいたま市における措置＞
①所属長は部署の職員に対し、年に1回又は必
要に応じて自主点検を実施させることにより、
情報セキュリティ対策の実施状況について確認
するとともに、改善に取り組んでいる。

②守るべき情報資産について、年一回、ライフ
サイクルごとにリスクを分析し、より有効な対策
を検討・実施する。

③事業者に対し、年に1回又は必要に応じて自
主点検を実施させることにより、情報セキュリ
ティ対策の実施状況について確認するととも
に、改善に取り組んでいる。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
運用規則等に基づき、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、定期的に自己点検を実施する。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室から発
出された「新型コロナウイルスワクチン接種記
録システムの利用にあたっての確認事項」に同
意のうえ、第9条（市区町村の責任）に則し、適
切に職員等の当該システムの利用を管理し、
必要な監督をする。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和4年4月28日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム５

①システムの名称：ワクチン記録システム
（VRS）
②システムの機能：
・ワクチン接種記録システム（VRS）への接種対
象者・接種券発行登録を行う機能。
・接種記録の管理を行う機能。
・転出/死亡時等のフラグ設定を行う機能。
・他市区町村への接種記録の照会・提供を行う
機能。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付に係る接種記録の照会を行う機能。

①システムの名称：ワクチン記録システム
（VRS）
②システムの機能：
・接種対象者及び発行した接種券の登録を行う
機能。
・接種記録の管理を行う機能。
・転出/死亡時等のフラグ設定を行う機能。
・他市区町村への接種記録の照会・提供を行う
機能。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付に係る接種記録の照会を行う機能。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
電子申請受付・電子交付を行う機能。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日
Ⅰ基本情報
（別添１）事務の内容

「予防接種関連事務」及び「新型コロナウイルス
感染症対策に係る予防接種事務」の内容

「新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務」に予防接種証明書の電子申請受付・
電子交付の内容を追記

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和3年11月30日
Ⅳその他のリスク対策
３．その他のリスク対策

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、統一した設備環境による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの
高い運用担当者によるセキュリティリスクの低
減、及び技術力の高い運用担当者による均一
的で安定したシステム運用・監視を実現する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、統一した設備環境による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの
高い運用担当者によるセキュリティリスクの低
減、及び技術力の高い運用担当者による均一
的で安定したシステム運用・監視を実現する。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室から発
出された「新型コロナウイルスワクチン接種記
録システムの利用にあたっての確認事項」に同
意のうえ、第７条（情報到達の責任分界点）、第
8条（通信経路の責任分界点）、第9条（市区町
村の責任）に　則し、適切に当該システムを利
用し、万が一、障害や情報漏えいが生じた場
合、適切な対応をとることができる体制を構築
する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。

令和3年11月30日

Ⅴ開示請求、問合せ
２．特定個人情報ファイルの
取扱いに関する問合せ

保健福祉局保健所疾病予防対策課
　住所：〒338-0013　さいたま市中央区鈴谷7丁
目5番12号
　電話番号：048-840-2211　FAX番号：048-
840-2230

保健福祉局保健所疾病予防対策課
　住所：〒338-0013　さいたま市中央区鈴谷7丁
目5番12号
　電話番号：048-840-2211　FAX番号：048-
840-2230

保健福祉局保健所新型コロナウイルスワクチン
対策室
　住所：〒338-0013　さいたま市中央区鈴谷7丁
目5番12号
　電話番号：048-767-7397　FAX番号：048-
840-2210

事後 軽微な修正

令和3年11月30日
Ⅳその他のリスク対策
２．従業者に対する教育・啓発

＜さいたま市における措置＞
［略］

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
①中間サーバー･プラットフォームの運用に携
わる職員及び事業者に対し、セキュリティ研修
等を実施する。
②中間サーバー･プラットフォームの業務に就く
場合は、運用規則等について研修を行う。

＜さいたま市における措置＞
［略］

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
①IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の
情報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリ
ティ教育資材を作成し、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、運用規則（接続運用規程等）や情報セキュリ
ティに関する教育を年次（年2回）及び随時（新
規要員着任時）実施することとしている。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室から発
出された「新型コロナウイルスワクチン接種記
録　システムの利用にあたっての確認事項」に
同意のうえ、第9条（市区町村の責任）に則し、
適切に職員等の当該システムの利用を管理
し、必要な指導をする。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（内閣官
房IT総合戦略室）からの事務
連絡によって示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑧使用方法

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・当市への転入者について、転出元市区町村
へ接種記録を照会するために特定個人情報を
使用する。
・当市からの転出者について、転出先市区町村
へ当市での接種記録を提供するために特定個
人情報を使用する。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付の際、接種記録を照会するために特定個
人情報を使用する。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・当市への転入者について、転出元市区町村
へ接種記録を照会するとともに、接種券の発行
のために特定個人情報を使用する。
・当市からの転出者について、転出先市区町村
へ当市での接種記録を提供するために特定個
人情報を使用する。
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付の際、接種記録を照会するために特定個
人情報を使用する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
④入手に係る妥当性

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・当市への転入者について、転出元市区町村
へ接種記録を照会するために、転入者本人か
ら個人番号の提供の同意が得られた場合のみ
入手する。（番号法第19条第16号）
・当市からの転出者について、転出先市区町村
へ当市での接種記録を提供するために、転出
先市区町村から個人番号を入手する。（番号法
第19条第16号）
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付のため、被接種者から交付申請があった
場合のみ入手する。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・当市への転入者について、転出元市区町村
へ接種記録を照会し、提供を受ける場合のみ
入手する。（番号法第19条第16号）
・当市からの転出者について、転出先市区町村
へ当市での接種記録を提供するために、転出
先市区町村から個人番号を入手する。（番号法
第19条第16号）
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付のため、被接種者から交付申請があった
場合のみ入手する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑤本人への明示

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・当市への転入者について被接種者からの同
意を得て入手する。
・被接種者からの接種証明書の交付申請に合
わせて本人から入手する。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・当市への転入者について被接種者からの同
意を得て入手する。
・被接種者からの接種証明書の交付申請に合
わせて本人から入手する。
・電子交付アプリにより電子申請を受付ける場
合においては、利用規約を表示し、同意を得て
から入手する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
②入手方法

［〇］その他（住民基本台帳ネットワークシステ
ム、ワクチン接種記録システム（VRS））

［〇］その他（住民基本台帳ネットワークシステ
ム、ワクチン接種記録システム（VRS）（新型コ
ロナウイルス感染症予防接種証明書電子交付
機能を含む。））

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
③入手の時期・頻度

【予防接種事業に関する事務】
・識別情報及び連絡先等情報については、住
民記録システムで異動が発生したタイミングで
データ連携し取得する。
・業務関係情報である予防接種情報について
は、市民が接種する都度、月１回定期的に医療
機関から各医師会を通じて予診票を受領し入
手する。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・転入時に転出元市区町村への接種記録の照
会が必要になる都度（転入者本人から個人番
号の提供の同意が得られた場合のみ）
・転出先市区町村から接種記録の照会を受け
る都度
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付のため、被接種者から交付申請があった
場合であって接種記録の照会が必要になる都
度

【予防接種事業に関する事務】
・識別情報及び連絡先等情報については、住
民記録システムで異動が発生したタイミングで
データ連携し取得する。
・業務関係情報である予防接種情報について
は、市民が接種する都度、月１回定期的に医療
機関から各医師会を通じて予診票を受領し入
手する。

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
・転入時に転出元市区町村への接種記録の照
会が必要になる都度
・転出先市区町村から接種記録の照会を受け
る都度
・新型コロナウイルス感染症予防接種証明書の
交付のため、被接種者から交付申請があった
場合であって接種記録の照会が必要になる都
度

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項６
②取扱いを委託する特定個人
情報ファイルの範囲
その妥当性

ワクチン接種記録システム（VRSを用いた特定
個人情報ファイルの適切な管理等のために取
り扱う必要がある。

ワクチン接種記録システム（VRS）（新型コロナ
ウイルス感染症予防接種証明書電子交付機能
を含む。）を用いた特定個人情報ファイルの適
切な管理等のために取り扱う必要がある。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項６
④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

［〇］その他（LGWAN回線を用いた提供）

［〇］その他（LGWAN回線を用いた提供（VRS本
体）、本人からの電子交付アプリを用いた提供
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電
子交付機能）

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項６

ワクチン接種記録システム（VRS)のシステム運
用

新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務に関するワクチン接種記録システム
（VRS)（新型コロナウイルス感染症予防接種証
明書電子交付機能を含む。）を用いた特定個人
情報ファイルの管理等

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
委託事項６
①委託内容

新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務に関するワクチン接種記録システム
（VRS)を用いた特定個人情報ファイルの管理等

新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務に関するワクチン接種記録システム
（VRS)（新型コロナウイルス感染症予防接種証
明書電子交付機能を含む。）を用いた特定個人
情報ファイルの管理等

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
⑧使用方法　情報の突合

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
当市からの転出者について、当市での接種記
録を転出先市区町村に提供するために、転出
先市区町村から個人番号を入手し、当市の接
種記録と突合する。
（転出先市区町村にて、本人から個人番号の提
供に関して同意が得られた場合のみ当処理を
行う。）

【新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務】
当市からの転出者について、当市での接種記
録を転出先市区町村に提供するために、転出
先市区町村から個人番号を入手し、当市の接
種記録と突合する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスク２：不適切な方法で入手
が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)のデータ
ベースは、市区町村ごとに論理的に区分されて
おり、他市区町村の領域からは、特定個人情報
の入手ができないようにアクセス制御している。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)のデータ
ベースは、市区町村ごとに論理的に区分されて
おり、他市区町村の領域からは、特定個人情報
の入手ができないようにアクセス制御している。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電
子交付機能）
　当該機能では、専用アプリからのみ交付申請
を可能とする。アプリの改ざん防止措置を講じ
ることで、意図しない不適切な方法で特定個人
情報が送信されることを避ける。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電
子交付機能）
　交付申請には、個人番号カードのICチップ読
み取り（券面事項入力補助AP）と暗証番号入力
（券面事項入力補助APの暗証番号）による二
要素認証を必須とすることで、対象者以外の情
報の入手を防止する。

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク
必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

・対象者が多数表示される一覧系の画面およ
び帳票には個人番号は表示しない仕組みとし、
不用意な閲覧が行われないようにする。
・他システムへ情報連携するファイルについて
は、個人番号が含まれない形式とする。

・対象者が多数表示される一覧系の画面およ
び帳票には個人番号は表示しない仕組みとし、
不用意な閲覧が行われないようにする。
・他システムへ情報連携するファイルについて
は、個人番号が含まれない形式とする。

＜ワクチン接種記録システム等における追加
措置＞
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電
子交付機能）
　個人番号カードや旅券の読み取りにより必要
な情報を入手し、申請者の自由入力を避けるこ
とで、交付申請者が不要な情報を送信してしま
うリスクを防止する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消
去
①保管場所

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個人
情報の適切な取扱いに関するガイドライン、政
府機関等の情報セキュリティ対策のための統
一基準群に準拠した開発・運用がされており、
情報セキュリティの国際規格を取得しているク
ラウドサービスを利用している。なお、以下のと
おりのセキュリティ対策を講じている。
・論理的に区分された当市の領域にデータを保
管する。
・当該領域のデータは、暗号化処理をする。
・個人番号が含まれる領域はインターネットから
アクセスできないように制御している。
・国、都道府県からは特定個人情報にアクセス
できないように制御している。
・日本国内にデータセンターが存在するクラウド
サービスを利用している。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個人
情報の適切な取扱いに関するガイドライン、政
府機関等の情報セキュリティ対策のための統
一基準群に準拠した開発・運用がされており、
情報セキュリティの国際規格を取得しているク
ラウドサービスを利用している。なお、以下のと
おりのセキュリティ対策を講じている。
・論理的に区分された当市の領域にデータを保
管する。
・当該領域のデータは、暗号化処理をする。
・個人番号が含まれる領域はインターネットから
アクセスできないように制御している。
・国、都道府県からは特定個人情報にアクセス
できないように制御している。
・日本国内にデータセンターが存在するクラウド
サービスを利用している。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電
子交付機能）
　電子交付アプリ及び同アプリの利用端末に
は、申請情報を記録しないこととしている。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク
対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
①転入者本人からの個人番号の入手
　当市の転入者について、転出元市区町村へ
接種記録を照会するために、個人番号を入手
する際は、新接種券発行申請書兼接種記録確
認同意書等により本人同意を取得し、さらに、
番号法第16条に基づき、本人確認書類を確認
することで、対象者以外の情報の入手を防止す
る。
②転出先市区町村からの個人番号の入手
　当市からの転出者について、当市での接種記
録を転出先市区町へ提供するために、転出先
市区町村から個人番号を入手するが、その際
は、転出先市区町村において、本人同意及び
本人確認が行われた情報だけをワクチン接種
記録システム(VRS)を通じて入手する。
③新型コロナウイルス感染症予防接種証明書
の交付申請者からの個人番号の入手
　被接種者について、新型コロナウイルス感染
症予防接種証明書の交付のために個人番号を
入手するのは、被接種者から接種証明書の交
付申請があった場合のみとし、さらに、番号法
第16条に基づき、本人確認書類を確認すること
で、対象者以外の情報の入手を防止する。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
①転入者本人からの個人番号の入手
　当市の転入者について、転出元市区町村へ
接種記録を照会するために、本人から個人番
号を入手する場合は、新接種券発行申請書兼
接種記録確認同意書等により本人同意を取得
し、さらに、番号法第16条に基づき、本人確認
書類を確認することで、対象者以外の情報の入
手を防止する。
②転出先市区町村からの個人番号の入手
　当市からの転出者について、当市での接種記
録を転出先市区町へ提供するために、転出先
市区町村から個人番号を入手するが、その際
は、転出先市区町村において、住民基本台帳
等により照会対象者の個人番号であることを確
認した情報を、ワクチン接種記録システム(VRS)
を通じて入手する。
③転出元市区町村からの接種記録の入手
　当市への転入者について、転出元市区町村
から接種記録を入手するが、その際は、当市に
おいて住民基本台帳等により照会対象者の個
人番号であることを確認し、当該個人番号に対
応する個人の接種記録のみをワクチン接種記
録システム(VRS)を通じて入手する。
④新型コロナウイルス感染症予防接種証明書
の交付申請者からの個人番号の入手
　被接種者について、新型コロナウイルス感染
症予防接種証明書の交付のために個人番号を
入手するのは、被接種者から接種証明書の交
付申請があった場合のみとし、さらに、番号法
第16条に基づき、本人確認書類を確認すること
で、対象者以外の情報の入手を防止する。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスク３：入手した特定個人情
報が不正確であるリスク
特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

・入手した情報については、窓口での聞き取り
や添付書類との照合等を通じて確認することで
正確性を確保している。
・職員にて収集した情報に基づいて、間違いが
あれば職権で適宜修正することで正確性を確
保している。
・入力作業員、審査作業員、決裁作業員を分担
して入力ミスを軽減する。

・入手した情報については、窓口での聞き取り
や添付書類との照合等を通じて確認することで
正確性を確保している。
・職員にて収集した情報に基づいて、間違いが
あれば職権で適宜修正することで正確性を確
保している。
・入力作業員、審査作業員、決裁作業員を分担
して入力ミスを軽減する。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電
子交付機能）
・券面入力補助APを活用し、個人番号カード内
の記憶領域に格納された個人番号を申請情報
として自動的に入力することにより、不正確な
個人番号の入力を抑止する措置を講じている。
・券面事項入力補助APから取得する情報（４情
報・マイナンバー）に付されている署名につい
て、VRSにおいて真正性の検証を行い、送信情
報の真正性を確認する措置を講じている。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスク３：入手した特定個人情
報が不正確であるリスク
入手の際の本人確認の措置
の内容

・予防接種を受付する委託医療機関において、
本人確認書類（健康保険証や子育て支援医療
費受給資格証等）の確認を実施し、対象者以外
の情報を入手することのないようにする。なお、
平成27年度より、どの書類で本人を確認した
か、予診票にチェック欄を設けた。

・予防接種を受付する委託医療機関において、
本人確認書類（健康保険証や子育て支援医療
費受給資格証等）の確認を実施し、対象者以外
の情報を入手することのないようにする。なお、
平成27年度より、どの書類で本人を確認した
か、予診票にチェック欄を設けた。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電
子交付機能）
　個人番号カードのICチップ読み取り（券面事項
入力補助AP）と暗証番号入力（券面事項入力
補助APの暗証番号）による二要素認証で本人
確認を行うため、本人からの情報のみが送信さ
れる。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

令和4年4月28日

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
①特定個人情報を使用する場面を必要最小限
に限定している。具体的には以下の３つの場面
に限定している。
・当市への転入者について、転出元市区町村
へ接種記録を照会するために、転入者本人か
ら個人番号の提供の同意が得られた場合のみ
入手し、使用する。
・当市からの転出者について、当市での接種記
録を転出先市区町村へ提供するために、個人
番号を入手し、使用する。
・被接種者について、新型コロナウイルス感染
症予防接種証明書の交付申請があった場合
に、接種記録を照会するために、個人番号を入
手し、使用する。
②ワクチン接種記録システム(VRS)からCSV
ファイルにてダウンロードする接種記録データ
には、個人番号が含まれない。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
①特定個人情報を使用する場面を必要最小限
に限定している。具体的には以下の３つの場面
に限定している。
・当市への転入者について、転出元市区町村
へ接種記録を照会する場合のみ入手し、使用
する。
・当市からの転出者について、当市での接種記
録を転出先市区町村へ提供するために、個人
番号を入手し、使用する。
・被接種者について、新型コロナウイルス感染
症予防接種証明書の交付申請があった場合
に、接種記録を照会するために、個人番号を入
手し、使用する。
②ワクチン接種記録システム(VRS)からCSV
ファイルにてダウンロードする接種記録データ
には、個人番号が含まれない。

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
２．特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスク４：入手の際に特定個人
情報が漏えい・紛失するリスク

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・入手する特定個人情報については、情報漏え
いを防止するために、暗号化された通信回線を
使用する。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・入手する特定個人情報については、情報漏え
いを防止するために、暗号化された通信回線を
使用する。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電
子交付機能）
　電子交付アプリとVRSとの通信は暗号化を行
うことにより、通信内容の秘匿及び盗聴防止の
対応をしている。

事後

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

事後

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
３．特定個人情報の使用
特定個人情報の使用におけ
るその他のリスク及びそのリ
スクに対する措置



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
５．特定個人情報の提供・移
転 （委託や情報提供ネット
ワークシステムを通じた提供
を除く。）
リスク３：誤った情報を提供・
移転してしまうリスク、誤った
相手に提供・移転してしまうリ
スク

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・転出元市区町村への個人番号の提供
　当市への転入者について、転出元市区町村
から接種記録を入手するため、転出元市区町
村へ個人番号を提供するが、その際は、個人
番号と共に転出元の市区町村コードを送信す
る。そのため、仮に誤った市区町村コードを個
人番号と共に送信したとしても、電文を受ける
市区町村では、該当者がいないため、誤った市
区町村に対して個人番号が提供されない仕組
みとなっている。

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における措
置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個
人情報の適切な取扱いに関するガイドライン、
政府機関等の情報セキュリティ対策のための
統一基準群に準拠した開発・運用がされてお
り、情報セキュリティの国際規格を取得している
クラウドサービスを利用しているため、特定個
人情報の適切な取扱いに関するガイドラインで
求める技術的対策を満たしている。
　なお、主に以下の技術的対策を講じている。
・論理的に区分された当市の領域にデータを保
管する。
・当該領域のデータは、暗号化処理をする。
・個人番号が含まれる領域はインターネットから
アクセスできないように制御している。
・国、都道府県からは特定個人情報にアクセス
できないように制御している。
・当該システムへの不正アクセスの防止のた
め、外部からの侵入検知・通知機能を備えてい
る。
・LGWAN端末とワクチン接種記録システムとの
通信は暗号化を行うことにより、通信内容の秘
匿及び盗聴防止の対応をしている。

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
４．特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
情報保護管理体制の確認

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
　当市、国、当該システムの運用保守事業者の
三者の関係を規定した「ワクチン接種記録シス
テムの利用にあたっての確認事項（規約）」に同
意することにより、当該確認事項に基づき、ワク
チン接種記録システム(VRS)に係る特定個人情
報の取扱いを当該システムの運用保守事業者
に委託することとする。なお、次の内容について
は、当該確認事項に規定されている。
・ 特定個人情報ファイルの閲覧者・更新者の制
限
・ 特定個人情報ファイルの取扱いの記録
・ 特定個人情報の提供ルール／消去ルール
・ 委託契約書中の特定個人情報ファイルの取
扱いに関する規定
・ 再委託先による特定個人情報ファイルの適
切な取扱いの確保

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

「重要な変更」に該当するもの
であるが、新型コロナウイル
ス感染症対策に係る予防接
種事務については、実施機関
が特定個人情報保護評価を
事前に実施することが困難で
あることが想定されるため、特
定個人情報保護評価に関す
る規則第9条第2項の規定（緊
急時の事後評価）の適用対象
となり得ることが、国（デジタル
庁）からの事務連絡によって
示されている。

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における措
置＞
　ワクチン接種記録システム(VRS)は、特定個
人情報の適切な取扱いに関するガイドライン、
政府機関等の情報セキュリティ対策のための
統一基準群に準拠した開発・運用がされてお
り、情報セキュリティの国際規格を取得している
クラウドサービスを利用しているため、特定個
人情報の適切な取扱いに関するガイドラインで
求める技術的対策を満たしている。
　なお、主に以下の技術的対策を講じている。
・論理的に区分された当市の領域にデータを保
管する。
・当該領域のデータは、暗号化処理をする。
・個人番号が含まれる領域はインターネットから
アクセスできないように制御している。
・国、都道府県からは特定個人情報にアクセス
できないように制御している。
・当該システムへの不正アクセスの防止のた
め、外部からの侵入検知・通知機能を備えてい
る。
・LGWAN端末とワクチン接種記録システムとの
通信は暗号化を行うことにより、通信内容の秘
匿及び盗聴防止の対応をしている。
（新型コロナウイルス感染症予防接種証明書電
子交付機能）
・電子交付アプリには、申請情報を記録しない
こととしている。
・電子交付アプリとVRSとの通信は暗号化を行
うことにより、通信内容の秘匿及び盗聴防止の
対応をしている。

事後

＜ワクチン接種記録システム(VRS)における追
加措置＞
・転出元市区町村への個人番号の提供、転出
先市区町村への接種記録の提供
　当市への転入者について、転出元市区町村
から接種記録を入手するため、転出元市区町
村へ個人番号を提供するが、その際は、個人
番号と共に転出元の市区町村コードを送信す
る。そのため、仮に誤った市区町村コードを個
人番号と共に送信したとしても、電文を受ける
市区町村では、該当者がいないため、誤った市
区町村に対して個人番号が提供されず、これに
対して接種記録も提供されない仕組みとなって
いる。

事後

令和4年4月28日

Ⅲ特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク
対策
５．特定個人情報の提供・移
転 （委託や情報提供ネット
ワークシステムを通じた提供
を除く。）
リスク２：不適切な方法で提
供・移転が行われるリスク

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
・転出元市区町村への個人番号の提供
　当市への転入者について、転出元市区町村
から接種記録を入手するため、転出元市区町
村へ個人番号を提供するが、その際は、本人
同意及び本人確認が行われた　情報だけをワ
クチン接種記録システム(VRS)を用いて提供す
る。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
・転出元市区町村への個人番号の提供
　当市への転入者について、転出元市区町村
から接種記録を入手するため、転出元市区町
村へ個人番号を提供するが、その際は、住民
基本台帳等により照会対象者の個人番号であ
ることを確認した情報を、ワクチン接種記録シス
テム(VRS)を用いて提供する。
　転出先市区町村へ接種記録を提供するが、
その際は、転出元市区町村において、住民基
本台帳等により照会対象者の個人番号である
ことを確認し、当該個人番号に対応する個人の
接種記録のみをワクチン接種記録システム
(VRS)を用いて提供する。

事後

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
　当市、国、当該システムの運用保守事業者の
三者の関係を規定した「ワクチン接種記録シス
テムの利用にあたっての確認事項（規約）」に同
意することにより、当該確認事項に基づき、ワク
チン接種記録システム(VRS)（新型コロナウイル
ス感染症予防接種証明書電子交付機能を含
む。）に係る特定個人情報の取扱いを当該シス
テムの運用保守事業者に委託することとする。
なお、次の内容については、当該確認事項に
規定されている。
・ 特定個人情報ファイルの閲覧者・更新者の制
限
・ 特定個人情報ファイルの取扱いの記録
・ 特定個人情報の提供ルール／消去ルール
・ 委託契約書中の特定個人情報ファイルの取
扱いに関する規定
・ 再委託先による特定個人情報ファイルの適
切な取扱いの確保
・ 新型コロナウイルス感染症予防接種証明書
電子交付機能において、申請者本人から特定
個人情報の提供を受ける際の入手に係る保護
措置

事後



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

軽微な修正令和4年4月28日
Ⅳその他のリスク対策
３．その他のリスク対策

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
　内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室から
発出された「新型コロナウイルスワクチン接種
記録システムの利用にあたっての確認事項」に
同意のうえ、第７条（情報到達の責任分界点）、
第8条（通信経路の責任分界点）、第9条（市区
町村の責任）に　則し、適切に当該システムを
利用し、万が一、障害や情報漏えいが生じた場
合、適切な対応をとることができる体制を構築
する。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
　デジタル庁（旧内閣官房情報通信技術（IT）総
合戦略室）から発出された「新型コロナウイルス
ワクチン接種記録システムの利用にあたっての
確認事項」に同意のうえ、第７条（情報到達の
責任分界点）、第8条（通信経路の責任分界
点）、第9条（市区町村の責任）に則し、適切に
当該システムを利用し、万が一、障害や情報漏
えいが生じた場合、適切な対応をとることがで
きる体制を構築する。

事後

令和4年4月28日
Ⅳその他のリスク対策
２．従業者に対する教育・啓発

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室から発
出された「新型コロナウイルスワクチン接種記
録　システムの利用にあたっての確認事項」に
同意のうえ、第9条（市区町村の責任）に則し、
適切に職員等の当該システムの利用を管理
し、必要な指導をする。

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
　デジタル庁（旧内閣官房情報通信技術（IT）総
合戦略室）から発出された「新型コロナウイルス
ワクチン接種記録　システムの利用にあたって
の確認事項」に同意のうえ、第9条（市区町村の
責任）に則し、適切に職員等の当該システムの
利用を管理し、必要な指導をする。

事後 軽微な修正

令和4年4月28日

Ⅳその他のリスク対策
１．監査
②監査

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室から発
出された「新型コロナウイルスワクチン接種記
録システムの利用にあたっての確認事項」に同
意のうえ、第9条（市区町村の責任）に則し、適
切に職員等の当該システムの利用を管理し、
必要な監督をする。

<新型コロナウイルス感染症対策に係る予防接
種事務における追加措置>
　デジタル庁（旧内閣官房情報通信技術（IT）総
合戦略室）から発出された「新型コロナウイルス
　ワクチン接種記録システムの利用にあたって
の確認事項」に同意のうえ、第9条（市区町村の
責任）
　に則し、適切に職員等の当該システムの利用
を管理し、必要な監督をする。

事後

Ⅳその他のリスク対策
１．監査
①自己点検

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
　内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室から
発出された「新型コロナウイルスワクチン接種
記録システムの利用にあたっての確認事項」に
同意のうえ、第9条（市区町村の責任）に則し、
適切に職員等の当該システムの利用を管理
し、必要な監督をする。

軽微な修正

軽微な修正

＜新型コロナウイルス感染症対策に係る予防
接種事務における追加措置＞
　デジタル庁（旧内閣官房情報通信技術（IT）総
合戦略室）から発出された「新型コロナウイルス
ワクチン接種記録システムの利用にあたっての
確認事項」に同意のうえ、第9条（市区町村の責
任）に則し、適切に職員等の当該システムの利
用を管理し、必要な監督をする。

事後令和4年4月28日


